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1978

1988

2000

2013

S53～ 第１次国民健康づくり
健康診査の充実、市町村保健センター等の整備、

保健師などのマンパワーの確保

S63～ 第２次国民健康づくり ～アクティブ８０ヘルスプラン～

運動習慣の普及に重点をおいた対策

（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H12～ 第３次国民健康づくり

～健康日本21～
一次予防の重視

具体的な目標設定とその評価

H15(2003) 健康増進法の施行

H19(2007) 健康日本21中間評価

H23(2011) 健康日本21最終評価
「スマート・ライフ・
プロジェクト」開始H25～ 第４次国民健康づくり

～健康日本21（第二次）～
健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目標

生活習慣に加え社会環境の改善を目指す

H30(2018) 健康日本21（第二次）中間評価

R４(2022) 健康日本21（第二次）最終評価

我が国における健康づくり運動

2024
R6～ 第５次国民健康づくり

～健康日本21（第三次）～2035

○平均寿命が延びる一方で、高齢化や生活習慣の変化により、疾患構造が変化してきた。国民の健康づくりを社会全体

で進めることの重要性が増す中で、健康づくり対策を総合的・計画的に推進するため、累次の国民健康づくり運動を

展開してきた。

R５(2023).５.31
              健康日本21（第三次）公表
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健康増進法に基づく基本方針と健康増進計画

第７条 厚生労働大臣は、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針を定めるものとする。

国民健康づくり運動を進める上での基本方針。「国民健康づくり運動プラン」と呼称。以下の事項について定める。

①国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向

②国民の健康の増進の目標に関する事項

③都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定に関する基本的な事項

④国民健康・栄養調査その他の健康の増進に関する調査及び研究に関する基本的な事項

⑤健康増進事業実施者間における連携及び協力に関する基本的な事項

⑥食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、歯の健康の保持その他の生活習慣に関する正しい知識の普及に関する事項

⑦その他国民の健康の増進の推進に関する重要事項

基本方針（国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針：大臣告示）

都道府県

市町村
（特別区含む）

・基本方針を勘案し、都道府県健康増進計画を策定

（義務）

・基本方針・都道府県健康増進計画を勘案し、市町村

健康増進計画を策定（努力義務）

健康増進法

国民健康づくり運動
の展開
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・メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少
・適正体重の子どもの増加
・睡眠による休養を十分とれていない者の割合の減少
・生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合の減少

（一日当たりの純アルコール摂取量が男性40g以上、女性20g以上の者）

健康日本21（第二次）の評価と課題

評価

①健康
寿命の延
伸と健康
格差の縮
小

②生活習慣
病の発症予
防と重症化
予防の徹底
（NCD（非
感染性疾
患）の予
防）

③社会生
活を営むた
めに必要な
機能の維
持及び向
上

④健康を支
え、守るた
めの社会環
境の整備

⑤栄養・食生活、
身体活動・運動、
休養、飲酒、喫
煙、歯・口腔の
健康に関する生
活習慣の改善及
び社会環境の改
善

全体

Ａ
目標値に達した

１ ３ 3 １ ８

Ｂ
現時点で目標値
に達していないが、
改善傾向にある

３ 4 2 11 20

Ｃ
変わらない

１ 4 3 １ ５ 14

Ｄ
悪化している

１ １ 2 4

Ｅ
評価困難※

１ １ 2 ３ ７

合計 ２ 12 12 ５ 22 53
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○一部の指標（特に生活習慣に関するもの）は悪化・目標未達

検討すべき課題

・自治体が健康づくり施策を効果的に進めるための方策
・データを利活用してより効果的に住民の行動変容を促すための方策
・社会環境整備等を通じ、健康に関心が薄い者を含めた健康づくり施策を更に進めていくための方策
・性差や年齢等も加味した健康づくりの方策
・新型コロナなど新興感染症の感染拡大による生活習慣の変化等を踏まえた健康づくり など

○悪化した目標項目

（年） （年）

（年） （年）

8.73

8.67

12.06

12.28

■平均寿命 ■健康寿命

目標の評価

※新型コロナにより、保健所による調査ができず、直近のデータがない等

健康日本21（第二次）で設定された目標について、達成状況を厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会において評価

9.13

12.68



健康日本21（第三次）の基本的な方向と領域・目標の概要

個人の行動と健康状態の改善

生活習慣の改善

栄養・食生活
適正体重を維持している者、肥満傾向児、バランスの良い食事、野菜・果物・食塩の
摂取量

身体活動・運動 歩数、運動習慣者、こどもの運動・スポーツ

休養・睡眠 休養が取れている者、睡眠時間、週労働時間

飲酒 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者、20歳未満の飲酒

喫煙 喫煙率、20歳未満の喫煙、妊婦の喫煙

歯・口腔の健康 歯周病、よく噛んで食べることができる者、歯科検診受診率

生活習慣病（NCDs）の
発症予防／重症化予防

がん 年齢調整罹患率・死亡率、がん検診受診率

循環器病
年齢調整死亡率、高血圧、脂質高値、メタボ該当者・予備群、特定健診・特定保健指
導

糖尿病 合併症（腎症）、治療継続者、コントロール不良者、有病者数

COPD 死亡率

生活機能の維持・向上 ロコモティブシンドローム、骨粗鬆症検診受診率、心理的苦痛を感じている者

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

健康寿命の延伸・健康格差の縮小 健康寿命、健康格差

社会環境の質の向上

社会とのつながり・こころの健康の維持及び向上 地域の人々とのつながり、社会活動、共食、メンタルヘルス対策に取り組む事業場

自然に健康になれる環境づくり 食環境イニシアチブ、歩きたくなるまちなかづくり、望まない受動喫煙

誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備 スマート・ライフ・プロジェクト、健康経営、特定給食施設、産業保健サービス

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり

ライフコースアプローチを
踏まえた健康づくり

こども こどもの運動・スポーツ、肥満傾向児、20歳未満の飲酒・喫煙

高齢者 低栄養傾向の高齢者、ロコモティブシンドローム、高齢者の社会活動

女性 若年女性やせ、骨粗鬆症検診受診率、女性の飲酒、妊婦の喫煙 7



健康日本2 1（第三次）の目標項目一覧①

目標 指標 目標値

別表第一 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する目標

① 健康寿命の延伸 日常生活に制限のない期間の平均
平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加

（令和14年度）

② 健康格差の縮小 日常生活に制限のない期間の平均の下位４分の１の都道府県の平均

日常生活に制限のない期間の平均の上位４
分の１の都道府県の平均の増加分を上回る

下位４分の１の都道府県の平均の増加
（令和14年度）

別表第二 個人の行動と健康状態の改善に関する目標

１ 生活習慣の改善

（１） 栄養・食生活
① 適正体重を維持している者の増加

（肥満、若年女性のやせ、低栄養傾向の高齢者の減少）
ＢＭＩ18.5以上25未満（65歳以上はＢＭＩ20を超え25未満）の者の割
合（年齢調整値）

66%
（令和14年度）

② 児童・生徒における肥満傾向児の減少 児童・生徒における肥満傾向児の割合 第２次成育医療等基本方針に合わせて設定

③ バランスの良い食事を摂っている者の増加
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の
者の割合

50%（令和14年度）

④ 野菜摂取量の増加 野菜摂取量の平均値 350ｇ（令和14年度）

⑤ 果物摂取量の改善 果物摂取量の平均値 200ｇ（令和14年度）

⑥ 食塩摂取量の減少 食塩摂取量の平均値 ７ｇ（令和14年度）

（２） 身体活動・運動目標

① 日常生活における歩数の増加 １日の歩数の平均値（年齢調整値） 7,100歩（令和14年度）

② 運動習慣者の増加 運動習慣者の割合（年齢調整値） 40%（令和14年度）

③ 運動やスポーツを習慣的に行っていないこどもの減少 １週間の総運動時間（体育授業を除く。）が60分未満の児童の割合 第２次成育医療等基本方針に合わせて設定

（３） 休養・睡眠

① 睡眠で休養がとれている者の増加 睡眠で休養がとれている者の割合（年齢調整値） 80%（令和14年度）

② 睡眠時間が十分に確保できている者の増加
睡眠時間が６～９時間（60歳以上については、６～８時間）の者の割合
（年齢調整値）

60%
（令和14年度）

③ 週労働時間60時間以上の雇用者の減少
週労働時間40時間以上の雇用者のうち、週労働時間60時間以上の雇用
者の割合

5%
（令和７年）

（４） 飲酒

① 生活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを高める量を飲酒している者の減少
１日当たりの純アルコール摂取量が男性40ｇ以上、女性20ｇ以上の者
の割合

10%
（令和14年度）

② 20歳未満の者の飲酒をなくす 中学生・高校生の飲酒者の割合 0%（令和14年度）

（５） 喫煙

① 喫煙率の減少（喫煙をやめたい者がやめる） 20歳以上の者の喫煙率 12%（令和14年度）

② 20歳未満の者の喫煙をなくす 中学生・高校生の喫煙者の割合 0%（令和14年度）

③ 妊娠中の喫煙をなくす 妊婦の喫煙率 第２次成育医療等基本方針に合わせて設定
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健康日本2 1（第三次）の目標項目一覧②

目標 指標 目標値

（６） 歯・口腔の健康

① 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40%（令和14年度）

② よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼(ソシャク)良好者の割合（年齢調整値） 80%（令和14年度）

③ 歯科検診の受診者の増加 過去１年間に歯科検診を受診した者の割合 95%（令和14年度）

２ 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症予防・重症化予防

（１） がん

① がんの年齢調整罹患率の減少 がんの年齢調整罹患率（人口10万人当たり） 減少（令和10年度）

② がんの年齢調整死亡率の減少 がんの年齢調整死亡率（人口10万人当たり） 減少（令和10年度）

③ がん検診の受診率の向上 がん検診の受診率 60%（令和10年度）

（２） 循環器病

① 脳血管疾患・心疾患の年齢調整死亡率の減少 脳血管疾患・心疾患の年齢調整死亡率（人口10万人当たり） 減少（令和10年度）

② 高血圧の改善
収縮期血圧の平均値（40歳以上、内服加療中の者を含む。）（年齢調整
値）

ベースライン値から5mmHgの低下
（令和14年度）

③ 脂質（ＬＤＬコレステロール）高値の者の減少
ＬＤＬコレステロール160mg/dl以上の者の割合（40歳以上、内服加療中
の者を含む。）（年齢調整値）

ベースライン値から25％の減少
（令和14年度）

④ メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少 メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の人数（年齢調整値） 第４期医療費適正化計画に合わせて設定

⑤ 特定健康診査の実施率の向上 特定健康診査の実施率 第４期医療費適正化計画に合わせて設定

⑥ 特定保健指導の実施率の向上 特定保健指導の実施率 第４期医療費適正化計画に合わせて設定

（３） 糖尿病

① 糖尿病の合併症（糖尿病腎症）の減少 糖尿病腎症の年間新規透析導入患者数
12,000人

（令和14年度）

② 治療継続者の増加 治療継続者の割合
75%

（令和14年度）

③ 血糖コントロール不良者の減少 HbA1c8.0％以上の者の割合
1.00%

（令和14年度）

④ 糖尿病有病者の増加の抑制 糖尿病有病者数（糖尿病が強く疑われる者）の推計値
1,350万人

（令和14年度）

⑤ メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少（再掲） メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の人数（年齢調整値） 第４期医療費適正化計画に合わせて設定

⑥ 特定健康診査の実施率の向上（再掲） 特定健康診査の実施率 第４期医療費適正化計画に合わせて設定

⑦ 特定保健指導の実施率の向上（再掲） 特定保健指導の実施率 第４期医療費適正化計画に合わせて設定

（４） ＣＯＰＤ

ＣＯＰＤの死亡率の減少 ＣＯＰＤの死亡率（人口10万人当たり） 10（令和14年度） 9



健康日本2 1（第三次）の目標項目一覧③

目標 指標 目標値

３ 生活機能の維持・向上

① ロコモティブシンドロームの減少 足腰に痛みのある高齢者の人数（人口千人当たり）（65歳以上）
210人

（令和14年度）

② 骨粗鬆症検診受診率の向上 骨粗鬆症検診受診率
15%

（令和14年度）

③ 心理的苦痛を感じている者の減少 Ｋ６（こころの状態を評価する指標）の合計得点が10点以上の者の割合
9.40%

（令和14年度）

別表第三 社会環境の質の向上に関する目標

１ 社会とのつながり・こころの健康の維持及び向上

① 地域の人々とのつながりが強いと思う者の増加 地域の人々とのつながりが強いと思う者の割合
45%

（令和14年度）

② 社会活動を行っている者の増加 いずれかの社会活動（就労・就学を含む。）を行っている者の割合
ベースライン値から５％の増加

（令和14年度）

③ 地域等で共食している者の増加 地域等で共食している者の割合
30%

（令和14年度）

④ メンタルヘルス対策に取り組む事業場の増加 メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合
80%

（令和９年度）

⑤ 心のサポーター数の増加 心のサポーター数
100万人

（令和15年度）

２ 自然に健康になれる環境づくり

① 「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ」の
推進

「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ」に登録
されている都道府県数

47都道府県

（令和14年度）

② 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに取り組む市町村数の
増加

滞在快適性等向上区域（まちなかウォーカブル区域）を設定している市町
村数

100市町村

（令和７年度）

③ 望まない受動喫煙の機会を有する者の減少 望まない受動喫煙（家庭・職場・飲食店）の機会を有する者の割合
望まない受動喫煙のない社会の実現

（令和14年度）

３ 誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備

① スマート・ライフ・プロジェクト活動企業・団体の増加 スマート・ライフ・プロジェクトへ参画し活動している企業・団体数
1,500団体

（令和14年度）

② 健康経営の推進 保険者とともに健康経営に取り組む企業数
10万社

（令和７年度）

③ 利用者に応じた食事提供をしている特定給食施設の増加
管理栄養士・栄養士を配置している施設（病院、介護老人保健施設、介護
医療院を除く。）の割合

75%

（令和14年度）

④ 必要な産業保健サービスを提供している事業場の増加 各事業場において必要な産業保健サービスを提供している事業場の割合
80%

（令和９年度）
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健康日本2 1（第三次）の目標項目一覧④

目標 指標 目標値

別表第四 ライフコースアプローチを踏まえた健康づくりに関する目標

（１） こども

① 運動やスポーツを習慣的に行っていないこどもの減少（再掲） １週間の総運動時間（体育授業を除く。）が60分未満の児童の割合 第２次成育医療等基本方針に合わせて設定

② 児童・生徒における肥満傾向児の減少（再掲） 児童・生徒における肥満傾向児の割合 第２次成育医療等基本方針に合わせて設定

③ 20歳未満の者の飲酒をなくす（再掲） 中学生・高校生の飲酒者の割合
0%

（令和14年度）

④ 20歳未満の者の喫煙をなくす（再掲） 中学生・高校生の喫煙者の割合
0%

（令和14年度）

（２） 高齢者

① 低栄養傾向の高齢者の減少
（適正体重を維持している者の増加の一部を再掲）

ＢＭＩ20以下の高齢者（65歳以上）の割合
13%

（令和14年度）

② ロコモティブシンドロームの減少（再掲） 足腰に痛みのある高齢者の人数（人口千人当たり）（65歳以上）
210人

（令和14年度）

③ 社会活動を行っている高齢者の増加
（社会活動を行っている者の増加の一部を再掲）

いずれかの社会活動（就労・就学を含む。）を行っている高齢者
（65歳以上）の割合

ベースライン値から10％の増加

（令和14年度）

（３） 女性

① 若年女性のやせの減少
（適正体重を維持している者の増加の一部を再掲）

ＢＭＩ18.5未満の20歳～30歳代女性の割合
15%

（令和14年度）

② 骨粗鬆症検診受診率の向上（再掲） 骨粗鬆症検診受診率
15%

（令和14年度）

③ 生活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを高める量を飲酒している女性の減少
（生活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを高める量を飲酒している者の減少の

一部を再掲）
１日当たりの純アルコール摂取量が20ｇ以上の女性の割合

6.4%

（令和14年度）

④ 妊娠中の喫煙をなくす（再掲） 妊婦の喫煙率 第２次成育医療等基本方針に合わせて設定
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攻めの予防医療
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⚫ 「がん、循環器病をはじめとした生活習慣病」は、死因の約５割、一般医療費の約３割を占めており、「栄養・食生活」も含めた対策が必要。他方で、健康寿命が
延伸し、死因に占める老衰の割合の増加に伴い、人生100年時代をよりよく生きるために「認知症対策」や「リハビリテーションの推進」も重要である。また、全
身の健康にもつながる「歯と口腔の健康」や就労やキャリア形成に影響を与える「更年期症状」など女性の健康課題への対策も求められている。

⚫ 健康寿命の更なる延伸に向けて、国民一人ひとりが自身の健康を「自分ごと」として捉え、主体的に健康づくりに取り組むことができるよう、健康リテラシーの向
上を図るとともに、行政や保険者等による能動的な介入を強化し、実効的な行動変容を促進する「攻め」の取組を具体化するため、６つの領域を重点領域として位
置づける。これらの取組により就労や地域活動への参画が促進され、社会保障を支える基盤の維持・強化につなげていく。

U . E . N . O. P l a n～攻めの予防医療厚生労働省関係施策～ 概要
:  U n d e r s t a n d ,  E x e r c i s e ,  N o u r i s h  a n d  O p t i m i z e  f o r  B e t t e r  H e a l t h

⚫ 令和８年度内に、生活習慣病（悪性腫瘍、心疾患、脳血管疾患、糖尿病など）
リスク低減のための食事のポイントをまとめた「食事ガイド」を作成し、国民
に周知

⚫ 早期診断・早期対応の社会実装に向けたモデル構築を進める
✓ 新たな検査技術（バイオマーカー）をモデル的に活用し、抗体薬投与の検査負

担軽減と早期の治療開始の実現を目指す
✓ （早期診断により）支援（福祉的支援・社会参加等）に早期につなぐ

⚫ リハビリテーションへの主体的な参加を支援するポータルサイト等の作成
⚫ 予防・医療・介護を通じた切れ目のないリハビリテーションの推進

がん・循環器病等

歯科保健

リハビリテーション

栄養・食生活

認知症

性差に由来するヘルスケア

＜認知症及び軽度認知障害（MCI）の高齢者数の将来推計（2040年）＞ 認知症：584.2万人 MCI：612.8万人

＜歯周病で治療を受けている患者数＞ 1,135万4,000人（男性445万4,000人、女性689万9,000人）

＜介護保険におけるリハビリテーションサービスの受給者数（令和７年）＞
通所リハビリテーション：60.0万人 訪問リハビリテーション：15.3万人

⚫ 希望する国民が毎年、歯科健診を受けられるよう、自治体・医療保険者の双方で、簡易検査ツー
ルを活用した方法を「簡易歯科健診」として位置づけ、制度化
• 自治体：歯周病検診を5歳ごとに拡大するとともに、節目年齢に関わらず、未受診者等に対して

簡易歯科健診等を実施する自治体を支援
• 職域：簡易歯科健診を推進する観点から、予防の取組実績に応じて医療保険者の負担金を加

算・減算する制度に簡易歯科健診を追加
（その他）
✓ 情報発信・普及啓発
✓ 受診勧奨・歯科保健指導等のマニュアル
✓ 職場における歯科医療機関への受診勧奨の強化（大臣指針の改正）
✓ 後期高齢者の歯科健診

健康寿命の延伸

社会保障制度を含めた
社会の支え手拡大

早
期
発

見

受
診
勧

奨

生活習慣病等の疾病リスク低減のための
わが国初の「食事ガイド」作成

＜食塩摂取量（令和６年）＞
男性：10.5g/日、女性：8.9g/日  ※日本は主要先進国の中で食塩摂取量が最も多い。
＜野菜摂取量が350ｇ未満の者の割合（令和６年） ＞ 男性：73.8% 女性：78.0%

＜更年期症状を自覚し始めてから３か月以内程度で医療機関を受診した人の割合＞ 40歳代・50歳代で約１割（女性）

未受診者の原因究明と個人の就業状況に
応じた受診勧奨

＜がんの死亡者数（2024年）＞ 年間約38.4万人（男性約22.2万人、女性約16.2万人）
＜循環器病（心疾患及び脳血管疾患）の死亡者数（2024年） ＞ 年間約32.9万人（男性約16.3万人、女性約16.7万人）

⚫ 関係学会の協力を得て作成した更年期世代の女性を診療する一般診療医向けのガイダンス（※男性
中高年期の健康課題についても同様に作成）を用いて、研修等を通じて共通的な考え方を周知する
とともに、対応医療機関を検索可能とする取組を進め、適切な医療につなげる。

⚫ 心身の不調を抱える女性が、自らの症状や状態を記録するツールを開発するなどの取組を進める。
⚫ 「女性の健康総合センター」におけるデータ収集・分析機能の充実
⚫ 職場健診での問診票に女性特有の健康課題に係る質問を追加し、専門医への受診勧奨等を行う。

更年期世代の女性を診療する一般診療医向け
わが国初のガイダンス作成

科学的分析を活用したリハビリテーション
への主体的な参加への支援

がん
⚫ 令和10年度までに受診率60％、精密検査受診率90％の達成
✓ 職場におけるがん検診の受診勧奨等の強化（大臣指針の改正）
✓ 保険者による取組を推進するため、事業者ー保険者連携の促進
✓ 自治体による職域を含めた受診状況の把握、未受診者への受診勧奨の徹底

循環器病
⚫ 令和11年度までに特定健診受診率70％の達成及び受診勧奨の促進
✓ 特定健診等の生活習慣病に関する健診の受診促進
✓ 保険者による健診、職場健診、後期高齢者健診等の場を活用した積極的な受診勧奨
✓ 国立循環器病研究センターにおいて、情報の一元化及びポータルサイトを用いた情報発信

いわゆる国民皆歯科健診の具体化

新たな検査技術を活用し、早期診断・早期対応等を推進

＊令和９年度予算に関する事業の詳細については、今後の予算編成過程で検討。

共通した基盤となる取組 データヘルスを基盤とした「AI予防医療モデル」の構築

⚫ 保険者・地域の中小企業等における、がん・循環器病対策をはじめとした予防・健康づくりの取組
を推進するため、データヘルスを基盤とした「AI予防医療モデル」の構築・成果創出へ向けた保険
者へのインセンティブの在り方を検討する。

⚫ 個人インセンティブに係る取組の推進
⚫ 健康経営の視点にも立った「事業主・保険者連携」（コラボヘルス）の推進
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受動喫煙対策
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１．国及び地方公共団体の責務等

(1) 国及び地方公共団体は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を防止するための措置を総合的かつ効果的に推進するよう努め

る。

(2) 国、都道府県、市町村、多数の者が利用する施設等の管理権原者その他の関係者は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を

防止するための措置の総合的かつ効果的な推進を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努める。

(3) 国は、受動喫煙の防止に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよう努める。

望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等の区分に応じ、当該施設等の一定の場所を除き喫煙
を禁止するとともに、当該施設等の管理について権原を有する者が講ずべき措置等について定める。

【基本的考え方 第１】「望まない受動喫煙」をなくす
受動喫煙が他人に与える健康影響と、喫煙者が一定程度いる現状を踏まえ、屋内において、受動喫煙にさらされることを望まない

者がそのような状況に置かれることのないようにすることを基本に、「望まない受動喫煙」をなくす。

【基本的考え方 第２】受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者等に特に配慮

子どもなど20歳未満の者、患者等は受動喫煙による健康影響が大きいことを考慮し、こうした方々が主たる利用者となる施設や、

屋外について、受動喫煙対策を一層徹底する。

【基本的考え方 第３】施設の類型・場所ごとに対策を実施

「望まない受動喫煙」をなくすという観点から、施設の類型・場所ごとに、主たる利用者の違いや、受動喫煙が他人に与える健康影響の程度

に応じ、禁煙措置や喫煙場所の特定を行うとともに、掲示の義務付けなどの対策を講ずる。

その際、既存の飲食店のうち経営規模が小さい事業者が運営するものについては、事業継続に配慮し、必要な措置を講ずる。

改正の趣旨

改正の概要

健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第78号） 概要
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２．多数の者が利用する施設等における喫煙の禁止等
(1) 多数の者が利用する施設等の類型に応じ、その利用者に対して、一定の場所以外の場所における喫煙を禁止する。
(2) 都道府県知事（保健所設置市区にあっては、市長又は区長。以下同じ。）は、(1)に違反している者に対して、喫煙の中止等を命ず

ることができる。

(3) 旅館・ホテルの客室等、人の居住の用に供する場所は、(1)の適用除外とする。
(4) 喫煙をすることができる室には20歳未満の者を立ち入らせてはならないものとする。
(5) 屋外や家庭等において喫煙をする際、望まない受動喫煙を生じさせることがないよう周囲の状況に配慮しなければならないものとす

る。

３．施設等の管理権原者等の責務等

(1) 施設等の管理権原者等は、喫煙が禁止された場所に喫煙器具・設備（灰皿等）を設置してはならないものとする。
(2) 都道府県知事は、施設等の管理権原者等が(1)に違反しているとき等は、勧告、命令等を行うことができる。

４．その他
(1) 改正後の健康増進法の規定に違反した者について、所要の罰則規定を設ける。
(2) この法律の施行の際現に業務に従事する者を使用する者は、当該業務従事者の望まない受動喫煙を防止するため、適切な措置をとる

よう努めるものとする。
(3) 法律の施行後５年を経過した場合において、改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

※１ 屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、喫煙場所を設置することができる。
※２ たばこのうち、当該たばこから発生した煙が他人の健康を損なうおそれがあることが明らかでないたばことして厚生労働大臣が指定するもの。
※３ 一の大規模会社が発行済株式の総数の二分の一以上を有する会社である場合などを除く。
注：喫煙をすることができる場所については、施設等の管理権原者による標識の掲示が必要。
注：公衆喫煙所、たばこ販売店、たばこの対面販売（出張販売によるものを含む。）をしていることなどの一定の条件を満たしたバーやスナック等といっ

た喫煙を主目的とする施設について、法律上の類型を設ける。

Ａ 学校・病院・児童福祉施設等、行政機関

旅客運送事業自動車・航空機

禁煙

（敷地内禁煙（※１））

Ｂ 上記以外の多数の者が利用する施設、

旅客運送事業船舶・鉄道
原則屋内禁煙

 (喫煙専用室（喫煙のみ）内

でのみ喫煙可)
飲食店

【加熱式たばこ（※２）】

原則屋内禁煙

(喫煙室（飲食等も可）内

での喫煙可)

経過措置

既存特定飲食提供施設

（個人又は中小企業（資本金又は出資の総額

5000万円以下（※３））

かつ 客席面積100㎡以下の飲食店）

標識の掲示により喫煙可

2020年４月１日（ただし、１及び２(5)については2019年１月24日、２.Ａ二重線部の施設に関する規定については2019年７月１日）

施行期日

別に法律で定める日までの間の措置
当分の間の措置

【原則屋内禁煙と喫煙場所を設ける場合のルール】

16



屋内禁煙 喫煙専用室設置（※）
加熱式たばこ専用の
喫煙室設置（※）

○ 敷地内禁煙
・学校、児童福祉施設
・病院 、診療所
・行政機関の庁舎 等

or

※ 全ての施設で、
喫煙可能部分には、
ア喫煙可能な場所である
旨の掲示を義務づけ

イ客・従業員ともに
20歳未満は立ち入れない

屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、喫煙場所を設置することができる。

○ 喫煙を行う場合は周囲の状況に配慮
（例） できるだけ周囲に人がいない場所で喫煙をするよう配慮。

子どもや患者等、特に配慮が必要な人が集まる場所や近くにいる場所等では喫煙をしないよう配慮。
屋外や家庭など

喫煙可能（※）

喫煙専用室と同等の煙の流出防止措置を講じている場合は、非喫煙スペースへの20歳未満の立入りは可能。

【経過措置】

既存の経営規模の
小さな飲食店

・個人又は中小企業が経営
・客席面積100㎡以下

上記以外の施設＊

・事務所
・工場
・ホテル、旅館
・飲食店
・旅客運送用事業船舶、鉄道
・国会、裁判所
等

＊個人の自宅やホテル等の客室など、人の居住
の用に供する場所は適用除外

○ 原則屋内禁煙 （喫煙を認める場合は喫煙専用室などの設置が必要）

○ 喫煙可能な場所である旨を掲示することにより、店内で喫煙可能

経営判断により選択

経
営
判
断
等

室外への煙の流出防止措置

飲食
可

喫煙のみ

子どもや患者等に特に配慮

第一種施設

第二種施設

喫煙を主目的とする施設
・喫煙を主目的とするバー、スナック等
・店内で喫煙可能なたばこ販売店 ・公衆喫煙所

○ 施設内で喫煙可能（※）
喫煙目的施設

改正健康増進法の体系

2019
年

7月1
日施行

2020
年

4月1
日
施行

2019年
1月24日
施行
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厚生科学審議会 地域保健健康増進栄養部会
受動喫煙対策専門委員会について

健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第78号）の附則において、「施行後５年を経過した場合において、この法律の規定に

よる改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」

とされていることから、受動喫煙等に関する現状や論点を整理し、関係者による専門的観点から必要な検討を行うことを目的とする。

趣旨・目的

中山 健夫（委員長） 京都大学大学院 医学研究科社会健康医学系専攻 健康情報学分野 教授

池川 司  東京都 保健医療局 保健政策部 健康推進事業調整担当課長

牛山 明  国立保健医療科学院 生活環境研究部 部長

岡村 智教  慶應義塾大学医学部 教授

鍵 直樹  東京科学大学 環境・社会理工学院 教授

片野田 耕太  国立研究開発法人国立がん研究センター がん対策研究所 データサイエンス研究部 部長

黒瀨 巌  公益社団法人日本医師会 常任理事

後藤 温  横浜市立大学 医学部医学科・大学院医学研究科 公衆衛生学教室 主任教授

庄子 育子  日経BP総合研究所 社会課題研究所 部長／上席研究員

永井 しづか  静岡県中部健康福祉センター医監 兼 中部保健所長 （※令和8年6月17日 現在）

委員

第１回（令和７年11月25日（火）） 受動喫煙対策の現状等について 等

第２回（令和７年12月25日（木）） 今後の議論について

第３回（令和８年３月10日（火）） 関係団体からのヒアリング：飲食業、たばこ産業

第４回（令和８年４月16日（木）） 関係団体からのヒアリング：遊技業等

第５回（令和８年５月21日（木）） 加熱式たばこに関するこれまでの知見の整理について 等

第６回（令和８年６月17日（水）） 紙巻たばこ、加熱式たばこに関する知見について 等

第７回（令和８年７月10日（木）） これまでの議論の整理 等

第８回（令和８年７月16日（木）） 受動喫煙対策の見直しに関する議論のとりまとめ 等

開催経過

18



⚫ 「望まない受動喫煙」の防止を実現するため、関係団体の協力を得て、改めて標識掲示について周知徹底を行う。また、法令の規定の範囲内で、これまでの標識例とは
別に、よりシンプルな標識の例について検討する。

⚫ 喫煙目的施設の届出制度の導入から３年を目途に、既存特定飲食提供施設の特例措置の検討を行うこととする。なお、その際、喫煙目的施設についても届出制度等
を通じて明らかになった実態を確認する。加熱式たばこの健康影響については継続して知見の収集等を行い、本委員会に進捗状況を報告するとともに、新たな知見
が得られた段階で検討をする。

受動喫煙対策の見直しに関する議論のとりまとめ

○ 受動喫煙対策専門委員会は、平成30年改正健康増進法の5年後見直しの規定に基づき、改正法の附帯決議に示された事項等の施行状況等を確認し、議論を

行ってきた。

〇 本とりまとめは、委員会での議論を踏まえ、今後の施策検討や改善に資する基本的な考え方を示したものである。

⚫ 敷地内全面禁煙とした場合、敷地外での喫煙によって、近隣施設等との摩擦が起こるおそれがあ

るという事情により、喫煙場所を設けることを許容した創設当時の経緯を踏まえ、現状維持とし

つつ、今後、第一種施設近隣での実態を調査した上で必要な対策を検討する。

⚫ 加熱式たばこの副流煙中に有害物質が含まれることは報告されている。人体への影響について
は、現時点で科学的知見が十分に蓄積されているとはいえないことから、現時点では、加熱式た
ばこに関する取り扱いは継続した上で、引き続き、研究を進め、国内外の知見を収集する。

⚫ 一方で、現時点で判明している健康影響についてはわかりやすく国民の皆様へお知らせする。

⚫ 施設に認識を促し、自治体から情報を受けることができるよう、省令を改正し、喫煙目的施設（喫

煙を主目的とするバー、スナック等）についても、届出を求めることとする。

⚫ コロナ禍の３年間は感染症対策が最優先事項であったため、３年後を目途に、特例措置の継続も

含めた検討を改めて行うこととする。

第一種施設（学校等）の屋外喫煙所の設置について１

• 第一種施設は、原則敷地内禁煙。屋外に喫煙場所の設置
は可能。

既存特定飲食提供施設の特例措置について２

• 施行当時存在した小さな飲食店は食事をしながら喫煙が
可能。【経過措置】

指定たばこ（加熱式たばこ）の取り扱いについて３

• 加熱式たばこに限って、食事などをしながら喫煙ができる
「加熱式たばこ専用喫煙室」の設置が可能。【経過措置】

喫煙目的施設の要件等について４

• 喫煙を主目的とするバー・スナック等については、施設内
で喫煙が可能。

経過措置を継続

現行制度を維持

届出制度新設（省令改正）

経過措置を継続
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2021年4月1日

スマートライフプロジェクト
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スマート・ライフ・プロジェクト
～国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ～

○背景：高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により生活習慣病等を始めとした疾病を予防・早期に発見す
ることで、国民の健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図り、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現するこ
とが重要である。

○目標：「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙」「健診・検診の受診」「良質な睡眠」「女性の健康」をテーマに、健康づ
くりに取り組む企業・団体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進。個人や企業の「健康意
識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国民運動へ発展させる。

社会全体としての国民運動へ

○企業・団体・自治体への参画の呼びかけ
○社員・住民の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供
○大臣表彰「健康寿命をのばそう！アワード」
○「健康寿命をのばそう！サロン」による参画団体の交流と好事例の横展開

社内啓発や消費者への啓発活動に利用するロゴマーク
の使用（パンフレットやホームページなど）

→ 企業等の社会貢献と広報効果

社員・住民の健康づくり、禁煙や受動喫煙防止の呼び
かけ、検診・健診促進のためのポスター等による啓発

→ 社員・住民の健康意識の向上・促進

・フィットネスクラブ
・食品会社
         等

・メディア
・外食産業

企業・団体
自治体

＜健康寿命をのばそう！アワードトロフィー＞

＜『睡眠応援大使』に就任したナイトキャッ
プをかぶったピカチュウとカビゴン＞

スマート・ライフ・プロジェクト公式サイト

※健康日本21アクション支援システム

～健康づくりサポートネット～
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《生活習慣病予防分野》では、従業員や職員、住民に対して、生活習慣病予防の啓発、健康増進のための優れた
取組をしている企業・団体・自治体を表彰（厚生労働大臣賞、スポーツ庁長官賞、厚生労働省局長賞）

令和７年度の第14回では、103件（企業55件、団体27件、自治体21件）の応募を受け、有識者による評価委員
会で審査・選出された取組事例から決定

令和７年度 第14回健康寿命をのばそう！アワード 《生活習慣病予防分野》

〈企業部門〉 大分県信用組合
〈団体部門〉 医療法人社団 健裕会 中谷病院
〈自治体部門〉 雲南市

厚生労働大臣 最優秀賞

厚生労働大臣 優秀賞

厚生労働省健康・生活衛生局長 優良賞

〈企業部門〉 東京都チャレンジドプラスTOPPAN 株式会社、旭化成ホームズ株式会社 シニア事業本部、株式会社 高舘組、
株式会社WONDER未来図、オムロン ヘルスケア株式会社

〈団体部門〉 全国土木建築国民健康保険組合、ヤマトグループ／ヤマトグループ健康保険組合、ReFF 福井大学研究ファーム・大西ファーム
全国健康保険協会沖縄支部

〈自治体部門〉 福井県坂井市、高松市、横須賀市民生局健康部健康増進課、坂出市

スポーツ庁長官 優秀賞

西会津町
さすけねぇ輪で変える！高齢化率５０％の町

  健康共創プロジェクト

〈企業部門〉 グローバルシステムズ株式会社
〈団体部門〉 公益財団法人日本ゴルフ協会
〈自治体部門〉 山形県上山市
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令和７年度 女性の健康週間（3月1日～8日）

スマート・ライフ・プロジェクトの取組の一環として今年の「女性の健康週間」の実施にあわせ、特設コンテンツ「～令和７年
度女性の健康週間～ 知ろう。支えよう。女性の健康～ライフステージに応じた切れ目ない女性の健康づくり～」を２月27
日（金）より公開しています。

特設ページ内では、「女性の健康週間」をテーマに、更年期障害の基礎知識から、働く女性を支える職場環境づくりまでを
取材しています。産婦人科医・善方裕美先生による専門的な解説のほか、国立成育医療研究センター女性の健康総合セン
ター 小宮センター長、厚生労働省・経済産業省の担当者へのインタビューを通じて、女性が生涯を通じて健康に働き続け
るために役立つ情報をまとめています。

3月8日：国際女性デー
（International Women's Day）

健康日本21アクション支援システム ～健康づくりサポートネット～
令和７年度 女性の健康週間特設ページ
https://kennet.mhlw.go.jp/slp/event/womans_health2026/index?hash=womans_health2026 23
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施策名：女性の健康対策推進事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

⚫ 女性の健康については、若年期、性成熟期、更年期、老年期と、ライフステージにより女性ホルモンの分泌
状態が劇的に変化し、男性とは異なる心身の変化を生じることを踏まえ、生涯にわたりライフステージ毎の特
性に応じた支援が求められる。特に、近年の課題として、社会経済的な観点からも、働き盛りの時期に訪れ
る更年期症状、平均寿命の延伸に伴う老年期の長期化などに対応していく必要がある。

⚫ また、昨年度国立研究開発法人国立成育医療研究センターに開設された「女性の健康総合センター」につい
ては、ライフステージ毎に多面的・包括的な分析を加え、男女の性差を重視し、特性に合った病態の解明・治
療・予防に向けた研究を推進するとともに診療機能の充実を図る必要がある。

⚫ 女性の健康総合センターを中心として、自治体が提供する相談事業の充実、および関係機関が連携して適切な受診勧奨を含めた「女性の健
康の支援体制」を構築し、複数地域で展開する。

⚫ 女性の健康総合センターにおいて、国民や医療関係者に向けて、ライフステージごとの女性の健康やプレコンセプションケア及び妊娠中・授
乳中の薬に関する情報等、女性の健康に関する幅広い情報発信を行う。

⚫ 女性の健康や疾患に特化した研究やデータの収集・解析、情報発信等を行う施設の整備を行う。

女性の健康対策推進事業を進めることにより、社会的損失（労働生産性の損失等）の観点からも、女性の健康の一層の増進を図ることができ
る。

【○女性の健康総合センターを中心とした女性特有の健康課題への対応の推進】

大臣官房厚生科学課（内線2624）

② 対策の柱との関係

健康・生活衛生局健康課（内線2396）

女性の健康に関する連携体制構築事業 女性の健康総合センター体制強化事業

厚生労働省

委託事業者

女性の健康の連携支援体制

委託

連携

医療機関等

自治体

医療関係団体等

薬局、企業等

研究班

連携

支援

連携

連携

連携

連携

連携

• 相談支援員
養成に係る
資材提供

• 相談支援員
向け研修の
実施

• 協議会開催
支援 等

事業者
※ヘルスケアラボ（HP）

連携

全国展開を目指す

女性の健康総合

センター等

協議会
女性のライフコース
と性差を踏まえた基
礎研究・臨床研究の
積極的な推進

女性の健康に関する
データセンターの構築

情報収集・発信、
人材育成、政策提言

女性の体とこころ
のケアなどの支援
等

女性の健康総合センター

女性の健康や疾
患に特化した診
療機能の充実

厚 生 労 働 省

運営費交付金

の交付

                                             

国立成育医療
研究センター

製 薬 企 業

国 民

アカデミア・関係学会

成育以外のNC等

相談･情報提供等

創薬に向けた共同開発･治験参加医療機
関の紹介等

データ提供･活用等、診療連携

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

1 2 3 1 2 3 4 5 1 2

○

令和７年度補正予算額 18億円 
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2021年4月1日

2040年に向けた地域医療構想
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2040年に向けた地域医療構想について

○ 2040年頃に向けて、医療・介護の複合ニーズを抱える85歳以上の高齢者の増加、人材確保の制約、地域差の拡大が想定される。

○ 増加する高齢者救急・在宅医療の需要への対応、医療の質や医療従事者の確保、地域における必要な医療機能の維持が求められる。

入院医療

持続可能な急性期医療の確保

• 急性期の医療需要の見込み等を踏まえ、

急性期症例の集約化や、手術・救急医

療の役割分担等について協議

高齢者救急の受入体制の整備

• 高齢者救急の考え方を踏まえた、救急

の実施基準への反映や入院早期からの

リハビリ等の推進

外来医療

外来医療提供体制の維持

• 外来医療の需要見込みや地域の資源等

を踏まえ、休日・夜間を含めた提供体

制の整備やアクセス確保の取組を検討

人材確保

地域における医療人材の確保

• 大学病院本院と連携し、地域医療構想

全体を踏まえた人的協力について協議

• 看護師等の人材確保の方向性を反映

介護との連携

医療と介護の複合ニーズへの対応

• 慢性期の医療需要を一体的に把握し、

介護保険施設の活用方向性を協議

• 医療と介護の相互理解の推進

構想区域の見直し

医療機関機能報告の新設

在宅医療の受け皿の整備

• 在宅医療、介護保険施設、療養病床を

一体的に捉え受け皿を整備

• 多職種連携の取組等の推進

在宅医療

背景

• 入院医療だけでなく、外来・在宅医療、介護との連携、人材確保を含めたあるべき医療提供体制の実現に資する地域医療構想を策定。

• 2040年やその先を見据え、医療機関の役割分担を明確化し、医療機関機能に着目した医療機関の連携・再編・集約化を推進。

分野ごとの取組

医療機関の連携・再編・集約化など医療提供体制構築のための議論や、必要病床数の運用

の単位として、人口20万人以上を基本としつつ、地域の実情を踏まえ柔軟に設定

病床機能報告・必要病床数の見直し

病床機能区分について回復期を包括期とした上で、2040年の必要病床数について地域医療

構想の取組等を踏まえた推計を実施し、病床機能の分化・連携を推進

医療機関機能の確保の協議を通じて将来の医療提供体制の確保の取組を推進

急性期拠点機能

在宅医療等連携機能 専門等機能

・人口20万～30万に１つを目安に確保

・手術等の医療資源を多く要する医療を集約して提供

・地域での在宅医療の提供

・他の施設等と連携した24時間対応等の実施

・集中的なリハビリテーション、中長期にわたる入院
医療、有床診療所の担う地域に根ざした診療、一部
の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を提供

・都道府県と連携した人的協力 ・広域的に担うべき医療の提供、人材の育成

医育及び広域診療機能（大学病院本院）

・高齢者をはじめとした救急搬送の受入

・入院早期からのリハビリ･退院調整等の実施

高齢者救急・地域急性期機能

具体的な施策
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地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール

• 遅くとも2028年度までに、急性期拠点機能を報告する医療機関を含めた医療機関の設定など、課題に応じて、
対応案を検討・決定する

• その際、病床数等だけでなく、働き方の改善も含めた医療従事者の確保や医療機関へのアクセス等の様々な要
素を踏まえた案を複数設定し協議を行う。具体的には、医療提供体制への影響、医療へのアクセス、医療の担い
手の確保等の観点に係るメリット・デメリット等を比較考量し、対応案について協議の上、取組方針を決定し、地
域医療構想を策定する

• 基本となるデータとして人口推計、現在の病床数、人材等の医療資源、必要病床数等の将来の見込み等を関
係者で共有する

• 現在の構想区域について、必要病床数の議論をするという観点や、医療機関機能の確保を行う単位という観
点を踏まえて、構想区域の設定について検討し、必要に応じて見直し

➢ 医療機関の連携・再編・集約化など、医療提供体制構築のための議論

⇒人口20万人以上を目安としながら検討

➢ 必要病床数の運用

⇒区域の人口や医療機関数、流出入等を踏まえて設定

• 設定した構想区域における必要病床数を算出する

• 入院医療をはじめとした医療提供や人材の確保についての地域における課題をデータに基づき把握し、当該地域
で中心となる課題や都道府県全体で取り組むべき課題や目的を設定

現状・課題

の把握

区域の設定

設定した区域
の課題の把握

取組の決定

取組の推進 • 2040年を見据えた医療提供体制について、2035年を目途に、一定の成果を確保する

地域医療構想の策定と取り組みの進め方年度

※ 議論のために必要なデータ等のうち、国から提供する必要があるものについて、国から都道府県に対し、順次提供。また、国から都道府県に対して、定期的に地域医療構想の策定や推進に資するた
めの研修を実施予定。

～2028年度末

～2027年度

上半期頃

～2035年度
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市町村が参加していた構想区域は、330

区域中 、259区域（医療担当約78％）・
139区域（介護担当約42％）であった
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参加している構想区域 参加していない構想区域

※１ 令和６年３月末時点は、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置していたため、母数は341となっている。
※２ 社会福祉協議会、消防本部、訪問介護ステーション協議会、介護・福祉関係団体、住民代表 等
※３ 地域医療構想調整会議の構成員として「その他」を選択した232区域の内、自由記載欄で「住民」「患者」「受療者」といった立場の者が記載されている区域を集計したもの。

地域医療構想調整会議（構想区域単位）の構成員の状況

（令和７年３月末時点）

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

○ 地域医療構想調整会議の構成員の状況を見ると、「郡市区医師会」「歯科医師団体」「薬剤師団体」「看護師団
体」「医療保険者」「病院（公立・公的等）」は、ほとんどの構想区域で参加している。

（※

２
）

住民代表や患者代表が参加していた構想区域は、
330区域中 、49区域（約15％）であった（※３）

令和７年12月12日 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料（一部改）

医療保険者が参加していた構想区域
は、330区域中 、326区域（約99％）
であった
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2021年4月1日

IHEAT／DHEAT
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30

発災初期から復旧・復興期にかけての主な対応（厚生労働省関係）
発災初期 避難の継続 復旧・復興

避難所 二次避難所 自宅の復旧等
（借り上げホテル、公営住宅空き室、応急仮設住宅）

避
難
先

医
療

医療機関等での医療活動を支援（災害派遣医療チーム：DMAT）

巡回診療等（日赤救護班、JMAT（医師会））

初動対応（NHO初動医療班）

巡回口腔ケア等（日本災害歯科支援チーム：JDAT）

避難所の環境調整や生活不活発病の予防等（災害リハビリ支援：JRAT）

健
康
管
理
・
福
祉
支
援

避難者の健康管理、避難所等巡回、在宅避難者の戸別訪問（保健師等チーム）

特殊栄養食品の配布等を通じた栄養・食生活支援（日本栄養士会災害支援チーム：JDA-DAT）

感染症の発生動向や衛生環境をレポート（実地疫学専門家：FETP）

専門家として感染対策を助言（災害時感染制御支援チーム：DICT）

精神科医療機関等での医療活動支援等（災害派遣精神医療チーム：DPAT） 精神保健福祉センター等による心のケア

避難所等での健康支援（感染症、深部静脈血栓症、生活不活発病等の予防等）

在宅避難者の健康支援

保健所等の指揮調整の支援（災害時健康危機管理支援チーム：DHEAT）

生
活
・
生
業
支
援

各種期限の特例延長等

生活福祉資金貸付の特例

特別労働相談窓口の設置・一時離職者への失業手当支給等の特別措置などの雇用対策
や労働関係法令のSNS等による周知

※雇用調整助成金の特例措置の実施に向けて検討

医療・介護・障害に係る負担の減免

医療・福祉施設の復旧費用の補助、資金繰り支援

高齢者等への個別訪問（被災高齢者等把握事業、被災者見守り・相談支援等事業等）

高齢者等への生活上の相談支援等 (災害派遣福祉チーム：DWAT) →全国から各施設への応援派遣

医療機関、避難所での医療活動支援・健康管理・夜間対応等（災害支援ナース）

保健医療福祉調整本部の立ち上げ支援等（災害時健康危機管理支援チーム：DHEAT先遣隊）

救命救急・外傷治療／透析の確保等

慢性疾患の治療と継続 → 通常の保険診療への移行

メンタル面の予防とケア

救急医療・患者搬送

避難所での診療、感染症対策等（ NHO医療班 ）
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実施主体 名称 対象 概要

国立健康危機管理
研究機構(JIHS)

国立健康危機管理研究機構
(JIHS)

IHEAT専門講習

IHEAT要員
自治体職員

〇 実地疫学調査に関して、最新の科学的知見に基づいた専門的な知識や技術を
習得させることを目的とし、感染症に関する高度な研修を実施。

IHEAT事務局 感染症危機マネジメント研修 自治体職員 〇 感染拡大時の保健所の組織マネジメント等に関する研修を実施。

令和８年度における IHEATに関する研修について

国及び保健所設置自治体が実施するIHEATに関する研修については以下の通り。

実施主体 名称 対象 概要

保健所設置自治体
IHEAT研修

※名称は自治体により異なる
IHEAT要員

〇 IHEAT要員が速やかに支援ができるよう保健所等の支援を主眼とした
研修を実施。

※eラーニング、講義・講演、実践型訓練等を組み合わせ研修を実施して
いただきたい。
※保健所設置市・特別区が研修を実施する際に、都道府県と共催等を行う
ことは可能。
※令和８年度予算において、研修の実施やIHEAT要員への研修協力謝金等
に係る経費補助について盛り込んでいる（補助率：１／２）。

■保健所設置自治体が実施する研修

■参考：その他、国等が実施する研修
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企画立案・
技術支援

令和８年度以降のDHEAT研修の枠組み

・ 統括DHEAT及びその候補者の養成及び資質向上
・ 活動想定場所：

自都道府県の保健医療福祉調整本部
・ （一財）日本公衆衛生協会が実施

統括DHEAT研修

・中心的な役割を担うDHEAT構成員の養成
・ 活動想定場所：

被災都道府県の保健医療福祉調整本部・保健所
・ 国立保健医療科学院が実施

DHEAT標準編研修

基礎的な災害対応（受援を含む） 支援

・ DHEAT構成員の養成（支援者としての資質向上）
・想定活動場所：保健所

・ （一財）日本公衆衛生協会が実施（全国保健所長会協力事業）

DHEAT基礎編研修
保健所初動対応編 DHEAT活動編

合
同
訓
練
・

研
修

市町村
関係団体

・基礎的な防災訓練

都道府県・保健所設置市・特別区

・法的根拠
・危機管理組織の立ち上げ
・クロノロジーの書き方

・ＥＭＩＳの入力
・アクションカードの作成
・基礎編の教材を活用した持ち帰り研修等

・避難所運営管理の手法

【 災 害 対 応 の 基 礎 的 研 修 ・ 訓 練 の 実 施 】 ・ DHEAT基礎編研修におけるファシリテーター
として企画（実務）を担うことのできる人材の養成

・ 想定活動場所：保健所
・（一財）日本公衆衛生協会が実施（全国保健所長会協力事業）

DHEAT研修企画運営リーダー研修

他都道府県
DHEAT/関係団体訓練

（地方ブロック）

合
同
訓
練
・

研
修

移

行

（将
来
的
）

DHEAT基礎編研修

保健所初動対応編 DHEAT活動編

実施の支援
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DHEAT先遣隊とその役割について

• 令和６年10月にDHEAT活動要領を改正し、DHEAT先遣隊派遣事業実施要領を定めて開始した事業。

• 厚生労働省からの要請に基づき、災害発生の急性期（概ね48時間以内）に「DHEAT先遣隊」を派遣することにより、

被災都道府県等の被害状況等に係る迅速な情報収集、保健医療福祉調整本部の速やかな設置及び運営の支援を目的として

実施する。

DHEAT先遣隊事業とは

• 厚生労働省とDHEAT事務局、被災都道府県が所属する地方ブロックDHEAT協議会に、被災都道府県等の被災状況等を

できるだけ速やかに報告する。

• 被災都道府県の統括DHEATや関係各課・団体との連携・調整を行い、被災都道府県における保健医療福祉調整本部の設置

及び運営、並びに保健所の指揮調整機能等を支援する。

• 被災都道府県の統括DHEAT等と、DHEATや広域応援保健師等の派遣の必要性について検討し、その検討結果を

厚生労働省とDHEAT事務局に報告する。

DHEAT先遣隊の主な役割

『災害時の保険・医療・福祉分野の連携強化検討会（第２回） 令和８年１月26日（月） 資料１－２』 から引用

• 原則として、地方ブロック内での応援派遣が見込まれる

• 事前協定に基づく都道府県間の直接支援や、地方ブロック内で

の調整を想定

• 派遣にあたり、全国規模の調整を要する

• 先遣隊として派遣可能なDHEATの人的資源に課題

支援が必要な都道府県が比較的少ない場合 多数の都道府県に派遣が必要な場合
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2021年4月1日

地域における保健師の保健活動について
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熊本地震における保健師等チームの派遣について（令和８年７月 3 1日より活動開始）

保健師等チームの派遣状況

被災市町村の保健師の状況（保健師等チームの派遣先）

熊本市
173名

宇城保健所圏域
宇土市 14名
宇城市 14名
美里町 ７名

参考：令和７年保健師活動領域調査より

熊本県内の常勤保健師数
熊本県所属：110名
管内市町村：569名

派遣先 派遣元自治体（活動開始日）

熊本市 宮崎市（7/31～）、北九州市・福岡市（8/1～）、岡山市・広島市（8/4～）

八代保健所
管内

愛媛県（8/2～）、京都府・大阪府（8/4～）、滋賀県・奈良県・神奈川県・
山口県・鹿児島市（8/5～）、岩手県・大阪市（8/7～）
【八代市】大分県・宮崎県（7/31～） 【氷川町】佐賀県（8/1～）

宇城保健所
管内

和歌山県（8/3～）、石川県・岐阜県・徳島県（8/4～）、静岡県（8/5～）
【宇城市】福岡県（7/31～）、沖縄県（8/4～）、

福島県・兵庫県・神戸市（8/5～）、香川県（8/6～）
【宇土市】鹿児島県（7/31～） 【美里町】長崎県（7/31～）

保健師等チームの活動状況
（チーム数）

（従事員数）

７月31日
（計23人）

８月１日
（計34人）

８月２日
（計37人）

８月３日
（計41人）

「保健師等チーム」とは

活動目的：被災者の健康の維持、二次健康被害や災害関連死の防止を図る

チーム ：１チームあたり３～４名程度（保健師、公衆衛生医師、管理栄養

士、その他の専門職、業務調整員等で構成）

活動 ：災害対応活動として、被災者の健康管理や避難所等の衛生対策等

を行う。活動期間は５日程度で、順次後続に引き継いでいく。

８月４日
（計71人）

８月19日現在35チームが活動中

８月５日
（計105人）

８月６日
（計109人）

８月７日
（計121人）

八代保健所圏域
八代市 35名
氷川町 ５名

８月８日
（計114人）

８月９日
（計119人）

８月10日
（計134人）

※速報値

８月11日
（計133人）

８月12日
（計133人）

８月13日
（計129人）

８月14日
（計128人）

８月15日
（計128人）

８月16日
（計129人）

８月17日
（計128人）

８月18日
（計128人）
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薬剤師

医師

管理栄養士（栄養士）

保健師

チーム数

８月19日
（計125人）
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• 2040年に向けて、さらなる人口構造や社会環境の変化を迎える中で、引き続き地域において保健師が保健活動を展開していくためには、
これまでの保健師の保健活動を基本に据えつつ、自治体保健師の確保・育成を含め、施策の優先順位や重点化を意識し、効果的・効率
的で持続可能な保健活動を進めていく必要がある。

• 「2040年を見据えた保健師活動のあり方に関するとりまとめ」を踏まえ、また、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（平成
６年厚生省告示第374号）の累次の改正内容と整合を図り、通知別紙「地域における保健師の保健活動に関する指針」を改正した。

地域における保健師の保健活動について（健生発0515第１号 令和８年５月15日 厚生労働省健康・生活衛生局長通知）

（１）地域診断に基づくPDCAサイクルの実施
（２）個別課題から地域課題への視点及び活動の展

開
（３）予防的介入の重視

（４）地区活動に立脚した活動の強化
（５）地区担当制の推進
（６）地域特性に応じた健康なまちづくりの推進
（７）部署横断的な保健活動の連携及び協働

（８）地域のケアシステムの構築
（９）各種保健医療福祉計画の策定及び実施
（10）人材育成

1．本庁 ２．保健所等 ３．市町村保健センター等

① 保健活動の組織横断的な総合調整
及び支援

（ア）推進体制の整備
（イ）関係機関・部署との連携
② 人材確保の推進
③ 技術的及び専門的側面等からの

人材育成の推進
④ 健康危機管理

① 保健活動の展開及び支援
（ア）推進体制の整備
（イ）保健活動の実施
（ウ）関係機関・部署及び管内市町村

との連携
（エ）健康危機管理
② 人材確保・人材育成の推進

① 保健活動の展開
（ア）推進体制の整備
（イ）保健活動の実施
（ウ）関係機関・部署、都道府県との連携
（エ）健康危機管理
② 人材確保・人材育成の推進

（１）都道府県の本庁

（２）保健所設置市及び特別区の本庁

（３）市町村（②を除く）の本庁

（１）都道府県の設置する保健所等

（２）保健所設置市・特別区の設置する
保健所等

（１）保健所設置市・特別区の設置する市町村保健
センター等

（２）市町村（（１）を除く。）の設置する
市町村保健センター等

（１）統括保健師等

（２）総合的なマネジメントを担う保健師

第一 保健師の保健活動の基本的な方向性

第二 活動部署に応じた保健活動の推進

第三 保健師のマネジメント

現時点でも広く当てはまる内容である一方、
その具体的な保健活動は各地域の実情に応じた工夫がなされるもの

・都道府県・市町村が必要な保健活動を行うことができる体制整備等を行うことを明記
・高齢人口は増加するが生産年齢人口は減少するＡ類型市町村、高齢人口も生産年齢人口も減
少するＢ類型市町村に大別して、活動部署に応じた保健活動のあり方を示す

統括保健師や統括保健師補佐、
総合的なマネジメントを担う保健師の

配置や役割について新たに明記

通知全文はこちらから

ご覧いただけます
https://www.mhlw.go.jp/content/1

0900000/001707327.pdf
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「地域における保健師の保健活動について」見直しのポイント

１．保健師の確保・育成

・計画的・戦略的な人材確保と人材育成
・人事交流、出向等を活用した育成や大学、関係機関との連携による人材育成
・都道府県による市町村（特にB類型）への人材確保支援や、早期からのマネジメント能力を育成する体制構築への支援
・市町村（特にB類型）においては、都道府県の支援を受けながら早期からのマネジメント能力の向上

・健康危機管理における総合的な調整・マネジメントを発揮できる体制を整備
・応援、受援体制や関係機関との連携体制を構築

３．都道府県と市町村の連携

・都道府県及び保健所等における管内市町村の実情把握と地区診断を通じた健康課題の共有
・単独の市町村では対応が困難な課題に対する、都道府県の関与による、広域連携や人的・技術的な調整支援

５．保健師活動のマネジメント

・統括保健師は、分散配置された保健師を分野横断的にとりまとめ、自治体全体の保健師活動を俯瞰する組織マネジメントの中核的
な役割
・総合的なマネジメントを担う保健師は、保健所長を補佐し、分野横断的に保健所保健師の保健活動をマネジメントする役割を担い、
管内市町村に対しても同様のマネジメント機能を発揮

２．効果的・効率的な保健活動

・効果的・効率的で持続可能な保健活動の推進
・組織や分野横断的なマネジメントの強化
・広域連携・合同実施の活用
・業務の簡素化やICTの活用

NEW

NEW４．健康危機管理
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2021年4月1日

栄養関係
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食生活改善普及運動

○期 間：毎年９月１日から９月30日までの１か月間

○テーマ：「まずは毎日、あと一皿ずつ野菜と果物をプラス」

○取 組：「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加」、「野菜摂取量

の増加」、「果物摂取量の改善」、「食塩摂取量の減少」及び「牛乳・乳製品の摂取習慣の定着」に向けた

取組について、更に強化するため全国的に展開。農林水産省にも協力いただいた。店頭などで簡単に使える

よう、特設ページにツールを掲載しており、無料でダウンロードが可能。

【バランスのよい食事】 【毎日プラス１皿の野菜】

【おいしく減塩まずは１日マイナス２ｇ】 【毎日のくらしに果物を】 【毎日のくらしwithミルク】

URL：https://kennet.mhlw.go.jp/slp/event/plus1tool?hash= 39

https://kennet.mhlw.go.jp/slp/event/plus1tool?hash=


野菜摂取習慣化に向けた支援ツール

⚫ 地方自治体や企業・団体などで、健康づくりの取組を実施されている方々に向けて、保健指導や栄養指導、地域の

健康づくり活動など幅広い場面で活用できるツールを作成。

出典URL：https://kennet.mhlw.go.jp/tools/
健康日本21アクション支援システム

健康増進担当者向けツール
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栄養・食生活に関するツール

⚫ 食生活のチェック項目別、肥満やメタボリックシンドローム（メタボ）の予防・改善のための健康づくり支援リー

フレットとして、特定保健指導の場面等で活用できるツールを作成。

健康日本21アクション
支援システム

健康増進担当者向けツール
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通常調査 拡大調査

国民生活基礎調査から層化無作為抽出した全国300単位区内の世帯
（約6,000世帯）及び当該世帯の１歳以上の世帯員（約15,000人）

令和２年国勢調査地区から層化無作為抽出した全国475地区内の世帯
（約23,750世帯）及び当該世帯の１歳以上の世帯員（約54,000人）

【調査規模】

（参考）健康日本21（第三次）と拡大調査のスケジュール

2024年度
R6

2025年度
R7

2026年度
R8

2027年度
R9

2028年度
R10

2029年度
R11

2030年度
R12

2031年度
R13

2032年度
R14

2033年度
R15

2034年度
R16

2035年度
R17

2036年度
R18

拡大調査

中間
評価

次期
検討

最終
評価

結果
公表

ベースライン
の
提示

健康日本21（第三次） 次期

自治体

次期計画策定
結果
公表

結果
公表

〇 国民健康・栄養調査は、健康増進法（平成14年法律第103号）に基づき、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活
習慣の状況を明らかにし、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料を得るために毎年実施される。
〇 ４年ごとに調査地区を拡大した国民健康・栄養調査（拡大調査）を実施し、健康日本21（第三次）のモニタリング評価
を行うとともに、地域格差等を把握する。
〇 健康日本21に加え、がん対策推進基本計画や地域医療計画等の評価にも活用されている。

① 身体状況調査票
  ・ 身長、体重（１歳以上）
  ・ 腹囲、血圧測定、血液検査、問診（20歳以上）

② 栄養摂取状況調査票
・ 世帯状況、食事状況〈欠食・外食等〉、食物摂取状況〈栄養素等摂
取量、食品摂取量等〉（１歳以上）

・ １日の身体活動量〈歩数〉（20歳以上）

③ 生活習慣調査票
・ 食生活、身体活動、休養（睡眠）、飲酒、喫煙、歯の健康等に関
する生活習慣全般（20歳以上）

食塩摂取量の平均値
女性（20歳以上）

食塩摂取量の平均値
男性（20歳以上）

地域格差の例（前回拡大調査：平成28年国民健康・栄養調査結果）

11.2以上

10.7～11.2未満

10.5～10.7未満

10.5未満

（g/日）

9.4以上

9.1～9.4未満

8.9～9.1未満

8.9未満

（g/日）

【集計イメージ】【調査項目】

国民健康・栄養調査の実施
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やせ（20～64歳）又は低栄養傾向（65歳以上） 適正体重 肥満
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やせ（20～64歳）又は低栄養傾向（65歳以上） 適正体重 肥満

男性

女性

総数

(%)

適正体重を維持している者（BMI18.5 kg/m2以上25 kg/m2未満（65歳以上はBMI20 kg/m2

を超え25 kg/m2未満）の者）の割合は60.7%（年齢調整値62.2%）である。20～60歳代男性の

肥満者（BMI25 kg/m2以上）の割合は34.0%、40～60歳代女性の肥満者の割合は20.2%で

ある。

また、20～30歳代女性のやせ（BMI 18.5 kg/m2未満）の割合は16.6%、高齢者（65歳以上）

の低栄養傾向（BMI 20 kg/m2以下）の割合は19.5%である。

【栄養・食生活】
目標：適正体重を維持している者の増加

BMIの状況（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）
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やせ（20～64歳）又は低栄養傾向（65歳以上） 適正体重 肥満

男性

女性

総数

(%)

※年齢調整値については、令和２年国勢調査による基準人口を用いて算出を行った。
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野菜摂取量の平均値は258.7 gであり、男女別にみると、男性268.6 g、女性250.3 gである。

年齢階級別にみると、年齢階級が高い層で摂取量が多い。

【栄養・食生活】
目標：野菜摂取量の増加

野菜摂取量の平均値（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）
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184.0 
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250.3
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244.9
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0

100

200

300

400

総数
(7,225)

20-29歳
(463)

30-39歳
(681)

40-49歳
(1,063)

50-59歳
(1,129)

60-69歳
(1,379)

70歳以上
(2,510)

総数
(8,491)

20-29歳
(569)

30-39歳
(724)

40-49歳
(1,129)

50-59歳
(1,405)

60-69歳
(1,568)

70歳以上
(3,096)

緑黄色野菜 その他の野菜

男性 女性

(g/日)
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野菜摂取量の平均値に関する都道府県の状況 上位（１ /２）
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野菜摂取量の平均値に関する都道府県の状況 下位（２ /２）
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果物摂取量の平均値は78.1 gであり、男女別にみると、男性70.4 g、女性84.7 gである。

年齢階級別にみると、男女ともに70歳以上の摂取量が最も多い。

【栄養・食生活】
目標：果物摂取量の改善

果物摂取量の平均値（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

70.4 

45.3 
36.1 35.6 39.4 

69.2 

119.4 

84.7 

50.2 50.4 51.2 

65.3 

88.4 

123.3 

0

100

200

総数
(7,225)

20-29歳
(463)

30-39歳
(681)

40-49歳
(1,063)

50-59歳
(1,129)

60-69歳
(1,379)

70歳以上
(2,510)

総数
(8,491)

20-29歳
(569)

30-39歳
(724)

40-49歳
(1,129)

50-59歳
(1,405)

60-69歳
(1,568)

70歳以上
(3,096)

男性 女性

(g/日)

※ジャムを除く。
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食塩摂取量の平均値は9.6 gであり、男女別にみると、男性10.5 g、女性8.9 gである。

【栄養・食生活】
目標：食塩摂取量の減少

食塩摂取量の平均値（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

10.5
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9.3 9.2 
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30-39歳
(681)

40-49歳
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50-59歳
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(1,379)

70歳以上
(2,510)

総数
(8,491)

20-29歳
(569)

30-39歳
(724)

40-49歳
(1,129)

50-59歳
(1,405)

60-69歳
(1,568)

70歳以上
(3,096)

(g/日)

男性 女性
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食塩摂取量の平均値に関する都道府県の状況 上位（１ /２）
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食塩摂取量の平均値に関する都道府県の状況 下位（２ /２）
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歩数の平均値は7,071歩（年齢調整値7,231歩）であり、男性で7,763歩、女性で6,495歩で

ある。20～64歳の歩数の平均値は、男性8,564歩、女性7,287歩であり、65歳以上では男性

6,667歩、女性5,429歩である。

【身体活動・運動】
目標：日常生活における歩数の増加

歩数の平均値（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

7,763

8,802 8,880 8,671 8,472
8,015

6,219

8,564

6,667 6,495

7,414

6,667
7,259

7,526

6,852

5,140

7,287

5,429

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

総数
(6,129)

20-29歳
(385)

30-39歳
(560)

40-49歳
(893)

50-59歳
(991)

60-69歳
(1,209)

70歳以上
(2,091)

(再掲)

20-64歳
(3,365)

(再掲)

65歳以上
(2,764)

総数
(7,408)

20-29歳
(467)

30-39歳
(642)

40-49歳
(1,023)

50-59歳
(1,262)

60-69歳
(1,431)

70歳以上
(2,583)

(再掲)

20-64歳
(4,032)

(再掲)

65歳以上
(3,376)

男性 女性(歩/日)

※三次元加速度センサー式歩数計を使用。
※歩数計を1日装着していなかった者、100歩未満又は５万歩以上の者は除く。
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歩数の平均値に関する都道府県の状況 上位（１ /２）
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歩数の平均値に関する都道府県の状況 下位（２ /２）
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運動習慣のある者の割合は34.6%（年齢調整値31.3%）であり、男女別にみると、男性で

38.5%、女性で31.5%である。年齢階級別にみると、男女ともにその割合は30～40歳代で低く

なっている。

【身体活動・運動】
目標：運動習慣者の増加

運動習慣のある者の割合（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

38.5 

29.3 
23.4 23.4 

30.4 
35.3 

52.6 
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22.7 
19.5 17.2 
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23.4 

40.6 
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30-39歳
(298)

40-49歳
(484)

50-59歳
(571)

60-69歳
(811)

70歳以上
(1,639)

(再掲)

20-64歳
(1,882)

(再掲)

65歳以上
(2,109)

総数
(5,073)

20-29歳
(265)

30-39歳
(385)

40-49歳
(671)

50-59歳
(839)

60-69歳
(953)

70歳以上
(1,960)

(再掲)

20-64歳
(2,581)

(再掲)

65歳以上
(2,492)

男性 女性

(%)

※「運動習慣のある者」とは、１回30分以上の運動を週２回以上実施し、１年以上継続している者。
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ここ１ヶ月間、睡眠で休養がとれている者の割合は79.6%（年齢調整値78.5%）であり、男

女別にみると、男性で80.4%、女性で78.9%である。

20～59歳では73.0%、60歳以上は86.1%である。

【休養・睡眠】
目標：睡眠で休養がとれている者の増加

26.4 27.2 
19.3 18.0 20.6 24.0 

37.0 

20.6 

32.2 
23.4 22.9 23.4 

16.3 16.1 
20.9 

31.3 
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56.7 
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17.6 19.6 
22.6 26.9 

21.6 
16.3 

9.6 

23.1 

12.1 
19.3 24.2 

24.9 25.5 25.4 
18.5 

11.1 

25.1

13.5

2.1 2.5 
3.6 3.1 3.6 

1.5 0.6 
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0.9 1.9 0.6 3.0 2.9 2.9 1.9 0.9 2.5 1.2
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総数
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30-39歳
(885)

40-49歳
(1,331)

50-59歳
(1,468)

60-69歳
(1,670)

70歳以上
(3,068)

（再掲）

20-59歳
(4,306)

（再掲）

60歳以上
(4,738)

総数
(10,542)

20-29歳
(747)

30-39歳
(946)

40-49歳
(1,422)

50-59歳
(1,749)

60-69歳
(1,872)

70歳以上
(3,806)

（再掲）

20-59歳
(4,864)

（再掲）

60歳以上
(5,678)

まったくとれていない

あまりとれていない

まあまあとれている

充分とれている

(%) 男性 女性

睡眠の状況（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

※「睡眠で休養がとれている者」とは、睡眠で休養が「充分とれている」又は「まあまあとれている」と回答した者。
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１日の平均睡眠時間が６時間以上９時間未満（60歳以上については６時間以上８時間未満）

の者の割合は56.0%（年齢調整値は56.9%）であり、男女別にみると、男性56.1%、女55.9%

である。

【休養・睡眠】
目標：睡眠時間が十分に確保できている者の増加

１日の平均睡眠時間（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）
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50-59歳
(1,749)

60-69歳
(1,872)

70歳以上
(3,803)

（再掲）

20-59歳
(4,864)

（再掲）

60歳以上
(5,675)

９時間以上

８時間以上９時間未満
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生活習慣病（NCDs）のリスクを高める量を飲酒している者の割合は11.4%であり、男女別に

みると、男性13.9%、女性9.3%である。年齢階級別にみると、その割合は男性では60歳代、

女性では50歳代が最も高く、それぞれ21.6%、18.4%である。

【飲酒】
目標：生活習慣病（NCDs）のリスクを高める量を飲酒している者の減少
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男性 女性

(%)

生活習慣病（NCDs）のリスクを高める量を飲酒している者の割合（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

※「生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者」とは、１日当たりの純アルコール摂取量が男性40g以上、女性20g以上の者とし、以下の方法で算出。
①男性：「毎日×２合以上」＋「週５～６日×２合以上」＋「週３～４日×３合以上」＋「週１～２日×５合以上」＋「月１～３日×５合以上」
②女性：「毎日×１合以上」＋「週５～６日×１合以上」＋「週３～４日×１合以上」＋「週１～２日×３合以上」＋「月１～３日×５合以上」
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何でもかんで食べることができると回答した者の割合は85.9%であり、男女別にみると、男

性で86.0%、女性で85.8%である。

50歳以上ではその割合は80.6%（年齢調整値81.3%）である。

【歯・口腔の健康】
目標：よく噛んで食べることができる者の増加

「何でもかんで食べることができる」者の割合（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）

86.0 

98.3 96.2 97.0 
92.3 

82.9 

72.9 

80.5 
85.8 

97.1 95.8 96.4 
92.3 

87.3 

71.5 

80.6

0

20

40

60

80

100

総数
(9,042)

20-29歳
(622)

30-39歳
(885)

40-49歳
(1,332)

50-59歳
(1,468)

60-69歳
(1,670)

70歳以上
(3,065)

（再掲）

50歳以上
(6,203)

総数
(10,541)

20-29歳
(747)

30-39歳
(946)

40-49歳
(1,422)

50-59歳
(1,750)

60-69歳
(1,872)

70歳以上
(3,804)

（再掲）

50歳以上
(7,426)

男性 女性(%)
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収縮期（最高）血圧の平均値は126.4 mmHgであり、男女別にみると、男性129.8 mmHg、

女性123.8 mmHgである。

40歳以上の平均値は129.3 mmHg（年齢調整値127.3 mmHg）である。

【循環器病】
目標：高血圧の改善
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（再掲）
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男性 女性(mmHg)

収縮期（最高）血圧の平均値（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）
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血清LDLコレステロール値が160 mg/dl以上の者の割合は8.1%であり、男女別にみると、

男性6.2%、女性9.5%である。

40歳以上では8.2%（年齢調整値8.5%）である。

【循環器病】
目標：脂質（ＬＤＬコレステロール）高値の者の減少

血清LDLコレステロール値が160 mg/dl以上の者の割合（20歳以上、性・年齢階級別、全国補正値）
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(%)
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日本人のための食事ガイド（仮称）の作成について １/２

⚫ これまで、栄養・食生活に関する考え方やツールとして、食生活指針、食事バランスガイド等を用いて、主に食事バラン

スに焦点を当てた対策を実施してきた。

⚫ 一方で、疾病リスクの低減の観点から、国内外において一定程度の評価を得ている提言（WHOのガイドラインや6NC

による提言*）等を参照しながら、エビデンスに基づき、留意が必要な食事のポイントや実践法について分かりやすく示

した「日本人のための食事ガイド（仮称）」を作成する。

食塩摂取量 甘味飲料 赤肉・加工肉 野菜・果物の摂取量
食物繊維

（未精製穀物等）

悪性腫瘍

心疾患

脳血管疾患

糖尿病

疾病リスクと栄養・食生活の関連（整理イメージ）

・・・

疾病リスク低減に資する健康的な食事のための基本的なポイント
• バランスの良い食事に向けて

- 完璧な食品、食べてはいけない食品はない
- 特定の食品に偏らず、多様な食品を組み合わせるのが重要
- 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が効果的
- １食・１日単位ではなく、数日・週単位など、少し長めのスパンでの調整でも可 等

• 多量摂取に注意したい食品等
• 十分な摂取を心掛けたい食品等

*電子化医療情報を活用した疾患横断的コホート研究情報基盤整備事業（6NCコホート連携事業）
「疾患横断的エビデンスに基づく健康寿命延伸のための提言（第一次）」

科学的根拠に基づき、疾病リスクの増減について整理を行う
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日本人のための食事ガイド（仮称）の作成について ２ /２

⚫ 本ガイドを作成するため、本ガイドの対象等について、以下のとおり整理してはどうか。

• 疾病との関係に着目し、そのリスクの低減に資する健康的な食事の内容や適切な摂取量等について分かりやすく

示した「日本人のための食事ガイド（仮称）」の在り方を検討することを目的とする。

目 的

• 日本人に多い死因や罹患率が高い疾患を対象とする。

対象疾患

• 科学的根拠に基づき作成することを基本とし、食事と疾病リスク低減との関連についての情報源として、 「健康

日本21（第三次）」、「日本人の食事摂取基準」、「疾患横断的エビデンスに基づく健康寿命延伸のための提言（第一

次）（６ナショナルセンターコホート連携事業）」に加え、構成員等からの文献情報等を用い、精査を行う。

作成方針
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健康日本21（第三次）の全体像

全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現ビジョン

誰一人取り残さない
健康づくり

（Inclusion）

目標の設定・評価
エビデンスを踏まえた目標設定、

中間評価・最終評価の精緻化健康寿命の延伸と健康格差の縮小

基本的な方向

個人の行動と健康状態の改善

社会環境の質の向上

ライフコースアプローチを踏まえた
健康づくり

集団や個人の特性を踏まえた
健康づくり

性差や年齢、ライフコースを
加味した取組の推進

アクションプランの提示
自治体の取組の参考となる

具体的な方策を提示

ICTの利活用
ウェアラブル端末やアプリ
などテクノロジーを活用

多様な主体による健康づくり
産官学を含めた様々な担い手の

有機的な連携を促進

健康に関心が薄い者を含む
幅広い世代へのアプローチ
自然に健康になれる環境づくり

の構築

より実効性をもつ
取組

（Implementation）
ビジョン実現のため、以下の基本的な方向で

国民健康づくり運動を進める

※期間は、令和６～17年度の12年間の予定。

○ 人生100年時代を迎え、社会が多様化する中で、各人の健康課題も多様化しており、「誰一人取り残さない健康づくり」を推進する。

また、健康寿命は着実に延伸してきたが、一部の指標が悪化しているなど、さらに生活習慣の改善を含め、個人の行動と健康状態の改

善を促す必要がある。このため、「より実効性をもつ取組の推進」に重点を置く。
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生活機能の維持・向上

生活習慣病
（NCDs）の
発症予防

生活習慣病
（NCDs）の
重症化予防

全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現のために、以下に示す方向性で健康づくりを進める

健康日本21（第三次）の概念図

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

個人の行動と健康状態の改善 社会環境の質の向上

自然に
健康になれる
環境づくり

社会とのつながり・こころの健康の
維持及び向上

誰もがアクセスできる
健康増進のための基盤の整備

生活習慣の
改善

（リスク
ファクター
の低減）

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり
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健康経営、産業保健、
食環境イニシアチブに関する目標を追加、

自治体での取組との連携を図る

健康日本21（第三次）の新たな視点

「女性の健康」を新規に項目立て、
女性の健康週間についても明記

骨粗鬆症検診受診率を新たに目標に設定

ウェアラブル端末やアプリの利活用、
自治体と民間事業者（アプリ業者など）間
での連携による健康づくりについて明記

⑤PHRなどICTを利活用する取組は

一定程度進めてきたが、

さらなる推進が必要

③行政だけでなく、多様な主体を

巻き込んだ健康づくりの取組を

さらに進める必要

④目標や施策の概要については記載があ

るが、具体的にどのように現場で取組を

行えばよいかが示されていない

②健康に関心の薄い者など幅広い世代に

対して、生活習慣を改めることが

できるようなアプローチが必要

ｖ

自治体による周知広報や保健指導など
介入を行う際の留意すべき事項や好事例

集を各分野で作成、周知
（栄養・食生活、身体活動・運動、睡眠、喫煙など）

アクションプランの提示

自然に健康になれる環境づくり

①女性の健康については、これまで

目だしされておらず、性差に着目した

取組が少ない

女性の健康を明記

健康に関心の薄い人を含め、本人が無理
なく健康な行動をとれるような

環境づくりを推進

個人の健康情報の見える化・利活用
について記載を具体化

他計画や施策との連携も
含む目標設定

○ 「誰一人取り残さない健康づくり」や「より実効性をもつ取組の推進」に取り組むため、以下の新しい視点を取り入れる。
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運動期間中のスケジュール

目標の評価

• 全ての目標について、計画開始後６年（令和11年）を目途に中間評価を行うとともに、計画開始後10年（令
和15年）を目途に最終評価を行う

→評価・分析に応じて、基本方針も必要に応じて更新、PDCAサイクルを通じて、より効果的な健康づくりを行う。

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

2030
R12

2031
R13

2032
R14

2033
R15

2034
R16

2035
R17

2036
R18

第三次 次々期

自治体

次々期計画策定

国民健康・栄養調査

大規模調査
結果
公表

第二次

自治体次期計画策定

中間
評価

次々期
検討

最終
評価

結果
公表

計画期間

• 関連する計画（医療計画、医療費適正化計画、介護保険事業（支援）計画等）と計画期間をあわせること、
各種取組の健康増進への効果を短期間で測ることは難しく、評価を行うには一定の期間を要すること等を踏
まえ、令和６～17年度までの12年間とする。

アクションプラン

• 令和５年度以降、アクションプランについて、健康日本21（第三次）推進専門委員会で検討し、自治体等
に示していく。

アクションプランについて議論・提示

結果
公表

ベースライン
の提示
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第三 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定
に関する基本的な事項
一 健康増進計画の目標の設定と分析・評価等
・地方公共団体は、人口動態、医療・介護をはじめとする各分野の統計や
データベース等の地域住民に関する各種指標を活用しつつ、地 域の社会
資源等の実情を踏まえ、独自に必要な課題を選択し、その到達すべき目標
を設定し、定期的に 分析・評価を行った上で、改定を実施することとする。
国は、地方公共団体における都道府県健康増進計画及び市町村健康増
進計画の策定の支援を行う。

二 都道府県の役割と都道府県健康増進計画
・都道府県は、庁内の関連する部局が連携して都道府県健康増進計画を
策定することとし、当該計画において、国が設定した目標を勘案しつつ、具
体的な目標を設定する。また、区域内の市町村ごとの健康状態や生活習
慣の状況の差の把握を行い、地域間の健康格差の是正に向けた取組を位
置付けるよう努めるものとする。
・都道府県は、地域・職域連携推進協議会等も活用し、市町村や医療保
険者、企業、教育機関、民間団体等の関係者の連携強化のための中心
的役割を担い、データの活用や分析を積極的に行い、市町村における市町
村健康増進計画の策定の支援を行う。
・保健所は、地域保健の広域的、専門的かつ技術的な拠点として、健康づ
くりに関する情報を収集・分析し、地域の住民や関係者に提供するとともに、
地域の実情に応じ、市町村における市町村健康増進計画の策定の支援を
行う。

三 市町村の役割と市町村健康増進計画
・市町村は、都道府県や保健所とも連携しつつ、また、庁内の関連する部
局が連携して市町村健康増進計画の策定に努めるものとする。 市町村は、
国や都道府県が設定した目標を勘案しつつ、具体的な目標を設定するよう
努めるものとする。
・医療保険者として策定する高齢者の医療の確保に関する法律に規定する
特定健康診査等実施計画、市町村が策定する介護保険法に規定する市
町村介護保険事業計画に加え、データヘルス計画その他の市町村健康増
進計画と関連する計画との調和に配慮する。

第七 その他国民の健康の増進の推進に関する重要事項
一 多様な主体による連携及び協力
誰一人取り残さない健康づくりを効果的に展開するためには、行政だけで
なく、地域の関係者や民間 部門の協力が必要である。保健、医療、福祉
の関係機関及び関係団体並びに大学等の研究機関、企業、 教育機関、
ＮＰＯ、ＮＧＯ、住民組織等の関係者が連携し、効果的な取組を行うこ
とが望ましい。地方 公共団体は、これらの関係者間の意思疎通を図りつつ、
協力を促していくことが望ましい。

＜都道府県＞
都道府県健康増進計画の策定・推進

＜市町村＞
市町村健康増進計画の策定・推進

＜企業・保険者等における取組＞
・ データに基づく保健事業の実施（データヘルス計画）
・ 健康経営の取組
・ 産業保健活動

○地域の健康づくりの好事例収集

○地域・職域連携推進関係者会議の
開催
・ 地域・職域・保険者が連携した取組
の検討

○地域・職域連携推進のためのポータル
サイトの構築、好事例提示

健康日本2 1（第三次）推進の方向性（イメージ）※順次 具体的施策を提示

【取組のポイント】
• 都道府県（保健所）による市町村の支援
• 都道府県と市町村の取組に一体性を持たせる

【取組のポイント】
• 総合計画をはじめとする自治体の他の計画との調和
• 地域の多様な主体との連携体制の構築
• 多様な主体の連携による健康づくりの推進

【取組のポイント】
• 職域との連携
 （地域職域連携協議会の活用）

第１回 健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料４－２
一部改変
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健康日本2 1（第三次）推進の方向性（イメージ）※順次 具体的施策を提示

項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第四 国民健康・栄養調査その他の健康の増進に関する調査及び
研究に関する基本的な事項

○データ分析・評価
• 国、地方公共団体、独立行政法人等においては、国民健康・
栄養調査、都道府県等による健康・栄養調査、国民生活基礎
調査、健康診査等に関する各種統計・データベース、その他の収
集した情報等に基づき、現状分析を行うとともに、健康増進に関
する施策の評価を行い、それらの結果等を踏まえ、必要に応じて
施策の見直しを行う。

• 国及び地方公共団体は、ＰＨＲの利活用を更に進めるとともに、
保健医療情報に関するビッグデータをはじめとする情報の収集・
分析を行い、その結果等を踏まえ、国民や関係者が効果的な健
康増進施策を実施することができる仕組みを構築するよう努める。

＜都道府県の取組＞
• 都道府県民健康・栄養調査を実施
• 県内の状況を把握可能な情報（既存データ）の収集

＜保険者における取組＞
・データヘルス計画におけるデータ利活用
・保険者間の連携

＜保健所の役割＞
・市町村への専門的・技術的な指導及び支援

○県民健康・栄養調査マニュアルの
作成

○都道府県で活用できるデータ分析
ツールの提供（保健医療科学院等）

○データ分析に係る人材育成・研修会
の開催（保健医療科学院）

○健康支援情報プラットフォーム構築を
介した地域の情報の見える化を推進

○保険者と連携した取組の検討【取組のポイント】
• 保険者との連携
（自治体内の健康づくり部門と国保部門の連携）

【取組のポイント】
＜都道府県＞
• 健康・栄養調査、NDBオープンデータ、KDBなど、
データを活用した都道府県内の各市町村の現状の評価、
課題の抽出、及び市町村へのデータの提供

• データの分析・評価について、都道府県内のアカデミアとの
連携体制の構築

＜都道府県/市町村＞
• 既存データ及び独自に収集したデータを活用した
課題の把握、取組の策定・実施、進捗評価、見直し

   （PDCAサイクル）の実施

第１回 健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料４－２
一部改変
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国民の健康の増進の目標に関する事項

〇個人の行動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

＜都道府県＞
• 都道府県単位での普及啓発・情報発信

＜市町村＞
• 普及啓発・情報発信
• 健康教育・保健指導
• 環境整備

＜保険者等における取組＞
・ 特定健診・特定保健指導
・生活習慣病の重症化予防等をはじめとする保健事業
・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

＜企業における取組＞
・ 産業保健活動
・ 健康経営の取組

＜他部門における取組・部局横断的な取組＞
・ 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくり
・ 働き方改革（生活時間・睡眠時間の確保）

【各領域の個別の取組】
○各領域の目標達成のための具体的取組・
環境整備の提示

○各領域の基準・指針の作成
・ 身体活動・運動基準の見直し
・ 睡眠指針の見直し
・ 食事摂取基準見直し、食事ガイド作成
・ 飲酒ガイドライン作成

○他部門・他省庁の取組との連携
（例）長時間労働の抑制及び

勤務間インターバル制度の普及促進
（生活時間・睡眠時間の確保）
他省庁において予防・健康づくり領域
での指針等策定及び活用

○好事例の収集・提示

【分野横断的な取組】
○スマート・ライフ・プロジェクト（SLP）

○国民を対象とした健康づくりに関する情報
発信

○自治体等の健康づくり担当者を対象とした
健康づくりに関する情報発信

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、歯の健康の保持その他
生活習慣に関する正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国民の意識と行動の変容が重要であることから、
国民の主体的な取組を支援するため、国民に対する十分かつ的確
な情報提供が必要である。（中略）
国は、地方公共団体、企業、民間団体等が参画するプラット
フォームも活用し、正しい知識の普及啓発に努める。地方公共団体
は、地域の実情に応じた取組を行う。

健康日本2 1（第三次）推進の方向性（イメージ）※順次 具体的施策を提示

【取組のポイント】
• 地域の実情に応じた具体的取組の提示
• 好事例の紹介

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活用

第１回 健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料４－２
一部改変
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国民の健康の増進の目標に関する
事項

〇個人の行動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

【普及啓発・情報発信】
栄養・食生活の重要性の周知、適切な栄養・食生活につながる
情報提供等
一般国民向け
・ イベント、ウェブサイトでの情報発信
・ ポスター、リーフレットの配布
働き世代・企業へのアプローチ（企業、職域との連携）
・ 外食、中食（惣菜等）、給食等でバランスのとれた食事等
の提供促進

若い世代へのアプローチ（教育部門、職域との連携）
・ 若い世代への栄養バランスのとれた食事の実践支援活動等
高齢者へのアプローチ
・ フレイル予防の普及啓発ツールの活用等

【健康教育・保健指導】
「食生活指針」や「食事バランスガイド」等を通じた普及啓発
○ 特定健診・特定保健指導等における栄養指導・肥満者への
保健指導の充実（保険者との連携）

○ 健康増進事業を通じた栄養教育

【環境整備】
○ 外食、中食（惣菜等）、給食等でバランスのとれた食事等を
入手しやすい環境整備（企業、職域との連携）

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】
○ 誰もが自然で健康になれる食環境づくりの推進
（産学官等との連携）
・ 「健康的で持続可能な食環境づくりのための国・都道府県等
アライアンス」への参画・活用を通じた、各地域での食環境づく
りの推進

【国レベルでの普及啓発・情報発信】
○ 食生活改善普及運動（毎年９月）
○ SLPを介した周知（職域、一般国民向け）
・ サイト内のコンテンツ（野菜摂取量の増加等）の充実
○ SLP等を介した好事例の収集・共有（自治体、職域向け）
○ e-ヘルスネットを通した普及啓発（一般国民向け）
○ 「日本人の食事摂取基準（2025年版）」の策定と周知
（保健指導者、実務者向け）

【自治体が活用する普及啓発資材の作成と周知】
○ 「食生活改善普及運動」の機会を活用した資材の作成・提供、
活用の推進（健康づくり支援担当者向け）

○ e-健康づくりネット：健康づくり支援者向け資材の作成・提供
   （健康づくり支援担当者向け）
○ 「日本人の食事摂取基準（2025年版）」に基づく資材の作成・
提供（健康づくり支援担当者向け）

【環境整備の推進】
○ 「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」の推進
（産学官等との連携）
○ 地域高齢者等の健康支援を推進するための配食サービスの普及と
利活用の推進（配食事業者、利用者向け）

○ 飲食店等の調理師向けの嚥下調整食の研修の推進
（実務者向け）

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用促進】
○ 誰もが自然に健康になれる食環境づくりの推進
（「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」）
（産学官等との連携）

【調査・研究の推進】
○ 厚生労働科学研究による知見の収集等

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、
歯の健康の保持その他生活習慣に関する
正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国民の意識と行動の変容
が重要であることから、国民の主体的な取
組を支援するため、国民に対する十分かつ
的確な情報提供が必要である。（中略）
国は、地方公共団体、企業、民間団体
等が参画するプラットフォームも活用し、正し
い知識の普及啓発に努める。地方公共団
体は、地域の実情に応じた取組を行う。

栄養・食生活領域（イメージ）

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活用

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携

第４回 健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料２ 抜粋
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国民の健康の増進の目標に関する
事項

〇個人の行動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

【普及啓発・情報発信】
身体活動・運動の重要性の周知や身体活動・運動への取組の
参考となる情報提供等
一般国民向け
・ イベント、ウェブサイトでの情報発信
・ ポスター、リーフレット（アクティブガイド等）の配布
働き世代・企業へのアプローチ（職域との連携）
・職場での身体活動不足への取組の事例紹介
若い世代へのアプローチ（子育て部門との連携）
・ 親子で参加できる運動イベント等
※こども世代、子育て世代をターゲットとする
高齢者へのアプローチ

【健康教育・保健指導】
「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」等を用いた生
活指導
○ 特定保健指導の対象者への保健指導（歩数、運動習慣、
歩行速度など）（保険者との連携）

○ 生活習慣病患者への運動指導（指定運動療法施設の活
用等）

【環境整備】
○ 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりや公園など、運動の
場の整備（まちづくり部門との連携）

○ 運動施設の充実
・ 施設自体の整備、健康増進施設認定の推進等

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】
○ アプリや健康ポイント等の導入
   （ヘルスケア系企業との連携）
例）歩数によってアプリ内の特典が得られるなど

○ ウェアラブルデバイス（スマホのアプリ等含む）を活用した、
自身の歩数等の見える化

【国レベルでの普及啓発・情報発信】
○ SLPを介した周知（職域、一般国民向け）
：健康増進普及月間、ウォーキングイベント、サイト内コンテンツ充実等
○ SLP等を介した好事例の収集・共有（自治体、職域向け）
○ e-ヘルスネットを通した普及啓発（一般国民向け）
○ スポーツ庁と連携した情報発信
・ 地域施策・スポーツ部局等でのアクティブガイドの活用（連名通知）
・ 第３期スポーツ基本計画で掲げるスポーツによる健康増進等に係る
目標に関連し、健康増進部局にも連名通知、等

○ 労働部局と連携した情報発信
・ 職場での身体活動への取組事例の収集と情報共有

【自治体が活用する普及啓発資材の作成と周知】
○ 「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」の作成と周知
（運動指導者、保健指導者、政策立案者向け）

○ アクティブガイドの作成と周知 （一般国民向け）
○ 「標準的な健診・保健指導プログラム」の周知と活用推進
（保健指導者向け）

○ e-健康づくりネット：健康づくり支援担当者向け資材の作成・提供
   （自治体、職域向け）

【環境整備の推進】
○ 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりの推進（国交省との連携）
・ 自治体でのまちづくり部門との連携を後押し（連名通知等）
○ 運動施設の充実（より質の高い施設の増加）
・ 健康増進施設制度の整備・普及（申請簡素化・オンライン化等含む）
・ フィットネス産業と連携した健康増進施設認定制度の紹介

   （経産省との連携）

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用促進】
○ ウェアラブルデバイス等のICTの活用促進

【調査・研究の推進】
○ 厚生労働科学研究による知見の収集等

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、
歯の健康の保持その他生活習慣に関する
正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国民の意識と行動の変容
が重要であることから、国民の主体的な取
組を支援するため、国民に対する十分かつ
的確な情報提供が必要である。（中略）
国は、地方公共団体、企業、民間団体
等が参画するプラットフォームも活用し、正し
い知識の普及啓発に努める。地方公共団
体は、地域の実情に応じた取組を行う。

身体活動・運動領域（イメージ）

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活用

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携

第３回 健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料２より
抜粋・一部改変
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国民の健康の増進の目標に関する
事項

〇個人の行動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

【普及啓発・情報発信】
適切な休養・睡眠をとることの啓発、 より質の高い睡眠を得るた
めの生活習慣や睡眠環境の整備等
一般国民向け
・ イベント、ウェブサイトでの情報発信
・ ポスター、リーフレットの配布
働き世代・企業へのアプローチ（職域との連携）
・ 企業の取組（健康経営）の推進
・ 仮眠等を取り入れている企業の紹介
若い世代へのアプローチ（教育部門や職域との連携）
・ ゲームやスマホ等が悪影響を与えることの注意喚起
・ カフェインを多く含む飲料への注意喚起等
・ 食生活と睡眠の関連についての周知
妊娠・子育て期の女性へのアプローチ（子育て部門との連携）
・ 妊娠中は睡眠不足になりやすいことの周知
・ 子育て期の睡眠確保の重要性啓発
高齢者へのアプローチ
・ 床上時間短縮のため日中の活動量増加の取組紹介
・ 睡眠障害への対応の周知

【健康教育・保健指導】
「健康づくりのための睡眠ガイド2023」等を用いた生活指導
○ 健診で睡眠の質に問題がある者への生活指導
   （保険者・職域との連携）
※標準的な質問票の質問項目「睡眠で休養が十分
とれている」に対する回答の活用等

○ 産業医へ睡眠の重要性に関する情報の周知
   （職域との連携）

【環境整備】
○ 夜間騒音と不眠との関係の周知

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】

【国レベルでの普及啓発・情報発信】
○ SLPを介した周知（職域、一般国民向け）
・ 健康増進普及月間
・ サイト内のコンテンツ充実等

○ SLP等を介した好事例の収集・共有（自治体、職域向け）
○ e-ヘルスネットを通じた普及啓発（一般国民向け）

【自治体が活用する普及啓発資材の作成と周知】
○ 「健康づくりのための睡眠ガイド2023」の作成と周知
（保健指導者、政策立案者向け）

○ Good Sleepガイドの作成と周知（一般国民向け）
○ 「標準的な健診・保健指導プログラム」の周知と活用推進
（保健指導者向け）

○ e-健康づくりネット：健康づくり支援担当者向け資材の作成・提供
（自治体、職域向け）

【環境整備の推進】
○ 長時間労働の抑制及び勤務間インターバル制度の普及促進
（生活時間・睡眠時間の確保）（労働部局との連携）

○ 睡眠時無呼吸症候群や交替制勤務における対応についての情報提
供、企業の取組の参考となる情報の発信（一般国民、職域向け）

○ 睡眠障害を疑う国民が病院受診をしやすい情報提供
（一般国民、職域向け）

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用促進】
○ ウェアラブルデバイス等のICTの活用促進

【調査・研究の推進】
○ 厚生労働科学研究による知見の収集等

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、
歯の健康の保持その他生活習慣に関する
正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国民の意識と行動の変容
が重要であることから、国民の主体的な取
組を支援するため、国民に対する十分かつ
的確な情報提供が必要である。（中略）
国は、地方公共団体、企業、民間団体
等が参画するプラットフォームも活用し、正し
い知識の普及啓発に努める。地方公共団
体は、地域の実情に応じた取組を行う。

休養・睡眠領域（イメージ）

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活用

第３回 健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料２より
抜粋・一部改変

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国民の健康の増進の目標に関する
事項

〇個人の行動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

【普及啓発・情報発信】
生活習慣病のリスクを高める飲酒量や飲酒による健康への影響
に関する知識の情報提供等
一般国民向け
・ イベント、ウェブサイトでの情報発信
・ ポスター、リーフレット配布
働き世代・企業へのアプローチ（職域との連携）
・ 企業内での情報発信
若い世代へのアプローチ（教育部門との連携）
・ 教育委員会等と協力し、学校教育等の推進
・ 「20歳未満飲酒防止強調月間」を通じた普及活動
・ 20歳代の若年「者に向けた情報発信（成人式の活用等）
高齢者へのアプローチ
・ 年齢の違いによる影響について情報発信
女性へのアプローチ
・ 性別の違いによる影響について情報発信

【健康教育・保健指導】
「標準的な健診・保健指導プログラム」等を用いた生活指導
○ 特定保健指導等の対象者への保健指導（飲酒頻度、
    飲酒量）（保険者との連携）
○ 健康増進事業における健康教育や健康相談
○ 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者への

e-健康づくりネット支援ツールを活用した減酒支援
（保険者・職域との連携）
○ 問題飲酒者へ医療機関や精神保健福祉センター等
と連携した支援（保険者・職域との連携）

○ 産業医等への生活習慣病のリスクを高める飲酒量等に関する
知識の周知（職域との連携）

【環境整備】
○ 「アルコール健康障害対策推進基本計画（第２期）」に
    基づく計画作成、対策の実施
○ 酒類への純アルコール量の表示（グラム表記）に関する普及
啓発等（職域との連携）

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】
○ 減酒アプリ等を活用した、飲酒量の記録

【国レベルでの普及啓発・情報発信】
○ SLPを介した周知（職域、一般国民向け）
・ ビンジドリンキングに対する啓発
○ SLP等を介した好事例の収集・共有（自治体、職域向け）
○ e-ヘルスネットを通した普及啓発（一般国民向け）
○ たばこ・アルコール対策担当者講習会の開催（自治体向け）
○ 「健康に配慮した飲酒に関するガイドライン」のリーフレット等について
普及推進（一般国民向け）

○ 社会援護局障害保健福祉部と連携した情報発信
・ アルコール健康障害対策の取組についての普及啓発
・ アルコール関連問題啓発週間の周知

【自治体が活用する普及啓発資材の作成と周知】
○ 「健康に配慮した飲酒に関するガイドライン」の周知と活用
（一般国民向け）

○ 「標準的な健診・保健指導プログラム」の周知と活用推進
（保健指導者向け）

○ e-健康づくりネット：健康づくり支援担当者向け資材の作成・提供
   （自治体、職域向け）

【環境整備の推進】
○ 「アルコール健康障害対策推進基本計画（第２期）」の推進
（関係省庁との連携）

○ 酒類への純アルコール量の表示の推進（国税庁などとの連携）
○ 関係団体の活動支援（関係団体との連携）

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】
○ 飲酒チェックツール等のICTの活用

【調査・研究の推進】
○ 生活習慣病のリスクを高める飲酒や女性の飲酒に関する知見の収集
等

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、
歯の健康の保持その他生活習慣に関する
正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国民の意識と行動の変容
が重要であることから、国民の主体的な取
組を支援するため、国民に対する十分かつ
的確な情報提供が必要である。（中略）
国は、地方公共団体、企業、民間団体
等が参画するプラットフォームも活用し、正し
い知識の普及啓発に努める。地方公共団
体は、地域の実情に応じた取組を行う。

飲酒領域（イメージ）更新

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活用

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国民の健康の増進の目標に関する
事項

〇個人の行動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

【普及啓発・情報発信】〔喫煙・COPD対策〕
喫煙による健康影響や禁煙支援に関する情報提供等
一般国民向け
・ ポスター等の配布、イベント等での情報発信
・ たばこ相談員等の禁煙支援に携わる者が行う普及啓発活動
の支援

働き世代・企業へのアプローチ（職域との連携）
・ 企業内での情報発信
・ 健康増進計画と企業内での取組の連携
若い世代へのアプローチ（教育部門との連携）
・ 学校保健担当者等を対象とした未成年者の喫煙防止の指

    導方法の講習会等の実施
・ 小中高生に対する喫煙防止の普及啓発の実施
女性へのアプローチ
・喫煙と健康問題に関するチラシ・ポスター等（美容所等へ
配布）の作成

【健康教育・保健指導】〔喫煙・COPD対策〕
「保健指導のための禁煙支援簡易マニュアル」等を用いた禁煙指導
○ 特定保健指導の対象者への保健指導（喫煙の有無など）
（保険者との連携）

○ 健診などの各種保健事業の場での短時間禁煙支援、禁煙
外来の紹介などの実施（保険者との連携）

○ 健康増進事業における健康教育や健康相談
・ 喫煙に関する健康教育・健康相談
・ 慢性閉塞性肺疾患（COPD）に関するリスクや正しい知識、

    問診票や簡易型を含むスパイロメーターを活用した肺年齢測
    定などの集団健康教育

【環境整備】〔喫煙・受動喫煙対策〕
○ 飲食店・事業所等に対する、改正健康増進法の内容、受動
喫煙による健康影響等についての周知啓発

○ 法令・条例遵守状況モニタリング・指導
○ 勤労者・住民の受動喫煙曝露状況や対策実施状況の評価
○ 屋外分煙施設の整備
○ 医療関係団体等と連携した協議会等の設置

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】

【国レベルでの普及啓発・情報発信】
○ SLPを介した周知（職域、一般国民向け）
・ 世界禁煙デー啓発
・ サイト内コンテンツ充実等
○ SLP等を介した好事例の収集・共有（自治体、職域向け）
○ e-ヘルスネットを通した普及啓発（一般国民向け）
○ たばこ・アルコール対策担当者講習会の開催（自治体向け）
○ COPDの普及啓発における、学会等の取組事例の収集やフレイル、
併存症等の周知

○ 普及啓発・情報発信方法の整理

【自治体が活用する普及啓発資材の作成と周知】
○ 「標準的な健診・保健指導プログラム」の周知と活用推進
（保健指導者向け）

○ 「禁煙支援マニュアル（第二版）増補改訂版」の改訂
（保健指導者向け）

○ 「保健指導のための禁煙支援簡易マニュアル」の活用促進
○ 「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」及び報告書
の要点をまとめたリーフレットの周知

【環境整備の推進】
〔喫煙対策〕
○ オンライン禁煙治療活用の推進
〔受動喫煙対策〕
○ 国民の受動喫煙の曝露状況や対策実施状況のモニタリング及び
モニタリング状況の情報発信

○ 改正健康増進法の内容、受動喫煙による健康影響等について、
パンフレット資材の作成

【関心が薄い層へのアプローチ/ICTの活用】

【調査・研究の推進】
○ 加熱式たばこの受動喫煙による健康影響等の知見の収集

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、
歯の健康の保持その他生活習慣に関する
正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国民の意識と行動の変容
が重要であることから、国民の主体的な取
組を支援するため、国民に対する十分かつ
的確な情報提供が必要である。（中略）
国は、地方公共団体、企業、民間団体
等が参画するプラットフォームも活用し、正し
い知識の普及啓発に努める。地方公共団
体は、地域の実情に応じた取組を行う。

喫煙領域・CO P D領域 （イメージ）更新

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活用

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携
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